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（午前１０時１分 開会） 

○三好義治委員長 おはようございます。 

 ただいまから、総合計画及び総合戦略等

調査特別委員会を開会します。 

 まず、理事者から挨拶を受けます。 

 森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

 議会の開会前、本日はお忙しいところ特

別委員会をお持ちいただきまして、大変あ

りがとうございます。 

 ただいま第４次の摂津市の総合計画の

基本計画（改訂版）（素案）、摂津市人口ビ

ジョンの素案、摂津市まち・ひと・しごと

創生総合戦略（素案）について策定をして

いるところでございますが、もう節目節目

にこの特別委員会でのご意見をご聴取さ

せていただいております。本日も何とぞよ

ろしくお願い申し上げます。 

 一旦退席をいたしますが、待機をいたし

ておりますので、どうぞよろしくお願いし

ます。 

○三好義治委員長 挨拶が終わりました。 

 本日の委員会記録署名委員は村上委員

を指名します。 

 暫時休憩します。 

  （午前１０時２分 休憩） 

  （午前１０時３分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 それでは、第４次摂津市総合計画基本計

画（改訂版）、摂津市人口ビジョン及び摂

津市まち・ひと・しごと総合戦略、各素案

についての説明を受けます。 

 川西政策推進課長。 

○川西政策推進課長 では、本日、資料の

中から順にご説明いたします。 

 まず、１点目でございます。総合計画基

本計画の改訂版（素案）のほうから説明さ

せていただきます。資料１をごらんくださ

い。 

 まず、資料１、改訂版なんですけれども、

この基本計画の中間見直しをするに当た

りましての基本的な考え方でございます

が、前回の特別委員会でもご説明いたして

おりますとおり、社会状況の変化により、

策定時の状況と著しい差異が生じている

部分について修正を加えるでございます。

よろしいですか。 

 したがいまして、市民の皆さんとみんな

で議論を重ねて当時つくりましたまちづ

くりの理念、そしてこの理念に基づいて目

指す将来像、この部分について記載してお

ります基本構想につきましては、今回修正

は一切加えておりません。具体的に施策を

まとめた基本計画について、社会状況の変

化、新たな課題等を反映するような形で修

正を加えております。 

 では、資料１、ページを追ってご説明い

たします。 

 まず、初めに１ページから２４ページま

でが序論となっております。この中で大部

分を占めております国や本市の基本デー

タについては、全て最新のものに差しかえ

ております。特に１４ページ、性別及び年

齢３区分の将来人口についてでございま

すが、平成３２年度の摂津市の人口、これ

まで８万人としておりましたけれども、今

回の中間見直しで８万７，３８１人に修正

しております。 

 続きまして、序論の次には、順番といた

しましては基本構想が入る位置なんです

けれども、今回の中間見直しでは基本構想

を見直しておりませんので、今回省略させ

ていただいております。３月末に発行予定

のこの改訂版の成果品では、基本構想の部

分に手を加えることなく、そのまま追加し

て発行する予定でございます。 
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 続きまして、２５ページから始まります

基本計画をごらんください。ここでは５０

の施策につきまして、それぞれ方向性や現

状分析、今後の計画などを記載しておりま

す。社会状況の変化によりまして今回見直

したところには、それぞれアンダーライン

を引いております。 

 また、資料２をごらんください。資料２

では、この基本計画の修正部分、新旧対照

表ということでまとめております。 

 この具体的な今回の修正内容につきま

しては、前回の特別委員会でお示しいたし

ました第４次総計の中間評価の総括報告

書、この中にございます今後の課題と方向

性におおむね沿った形で見直しておりま

す。 

 また、この中間評価総括報告書なんです

けれども、年末年始にかけまして市民の皆

様にもパブリックコメントと準じるよう

な形で広く意見を募集しました。また、事

業所ネットといいまして、摂津市の法人が

ごらんになる掲示板にも載せまして、広く

意見を募集しました。しかし、残念ながら

ご意見は市民、法人ともゼロでございまし

た。 

 そして、特に今回中間評価ということで、

社会状況の変化によって追加したり見直

したところなんですけれども、大きなとこ

ろといたしましては、国立循環器病研究セ

ンターの移転が決定しましたことにより

ます健都のまちづくり、また生活困窮者自

立支援法の施行、総合体育館の基本構想な

ど、このあたりを大きなところでは追加し

ております。 

 また、逆にこの５年間で終了いたしまし

たところとしては、南千里丘の開発、吹田

操車場跡地のまちづくりに係ります都市

公園の整備、ＪＲ千里丘西口のエレベータ

ー設置、このあたりも完了しておりますの

で、このあたりはまた削除しております。 

 その他の施策につきましては、ＪＲ千里

丘駅西口の再開発でありましたり連続立

体交差事業など、本市の懸案事項を含めま

して継続して取り組むこととしておりま

す。 

 具体的な修正箇所を１点挙げますと、資

料１の１０２ページ、１０３ページをごら

んください。また、あわせて資料２では新

旧対照表の１２ページから１３ページに

かけて、一番左側の通し番号でいうところ

の１５２から１５６の新旧対照表の番号

になります。ここでは、生活困窮者世帯へ

の施策を記載しておるところです。 

 この施策につきましては、この５年間で

生活困窮者自立支援法という大きな法律

の施行がございました。それを施策に溶け

込ますような形で、各アンダーラインを引

いているところを随分変えております。 

 また、１０２ページの一番下をごらんく

ださい。資料１の１０２ページでございま

す。実施している姿を確認する指標という

ことで、新たに自立相談の件数も、これ追

加しております。このあたり、この施策に

ついては法の施行について大分見直した

ところでございます。 

 その他、全体を見回しまして、資料１の

２５ページから１５３ページまで、基本計

画全体の中でのその他の修正箇所といた

しましては、全ての施策について実現して

いる姿を確認する指標、数値目標のところ、

実績値といたしまして、平成２４年、２５

年、２６年の３年分の数値を全ての施策に

入れております。また、この実績値、追加

したところなんですけれども、ここはもう

全ての施策に入れていますので、資料２の

新旧対照表には、ここまでは載せておりま
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せん。 

 このような形で、今回の中間見直しでは

平成２３年度の施行から５年間たちまし

たので、その５年間の間の社会の状況の変

化、これを溶け込ますような形での見直し

を進めました。 

 以上が資料１、資料２の説明でございま

す。 

 続きまして、資料３、人口ビジョンをご

らんください。まず、１ページでございま

す。ここでは人口ビジョンを策定する趣旨

と背景、対象期間であったり位置づけ、こ

れらを記載しております。これらは前回の

特別委員会でご説明いたしましたとおり

でございまして、人口減少化社会を迎える

中で、本市における２０６０年の目標人口

を定めるということが記載されておりま

す。 

 具体的な人口ビジョンの中身なんです

けれども、この人口ビジョン、大きく二つ

の目標、目的を持たせております。 

 まず、一つ目なんですけれども、今まで

の摂津市の人口動態でありましたり出生

率、全て分析した上で、２０６０年に目標

とする人口、この展望をお示ししておりま

す。 

 二つ目の目的といたしましては、この２

０６０年の目標人口、これを達成するため

に今後どういう施策を打っていくのか。こ

の施策を打っていく中でいろいろな基礎

データとなるようなところ。具体的には、

前回の特別委員会でお示ししました市民

意識調査、また転入・転出者のアンケート

結果、このあたりを大事なところを抜粋し

て載せております。 

 では、具体的に２０６０年の目標人口と、

それに至る考え方でございます。 

 ページ飛びますけれども、資料３の４７

ページをごらんください。４７ページ上段

にございます表、仮定値による将来人口の

推計の種類というところでございます。 

 将来人口というのは、主に大きく二つの

要因に左右されます。一つは合計特殊出生

率、それともう一つは転入転出者の数、こ

の二つが大きな決定要因となります。これ

らをばらばらに考えまして、将来の人口シ

ミュレーション、ア・イ・ウの３パターン

を候補として検討いたしました。 

 まず、転入転出者につきましてですが、

ア・イ・ウの３パターンとも健都のまちづ

くりによる転入者の増加、これは見込んで

おりますけれども、それ以外の部分につい

ては２０６０年まで転入転出者の差し引

きゼロ。つまり、転入によってふえること

も転出によって減ることも、健都のまちづ

くり以外の部分では、２０６０年までは数

字的にはないですよというところ。このあ

たりをア・イ・ウ３パターンとも候補に挙

げております。共通しております。 

 次に、合計特殊出生率なんですけれども、

ア・イ・ウの３パターンでそれぞれ異なっ

ております。 

 まず、アのパターンなんですけれども、

アのパターンでは現在の摂津市の特殊出

生率１．５でございます、摂津市は。この

１．５という数字が２０６０年まで一定し

て続くという前提でございます。 

 続きまして、パターン・イ、このパター

ン・イなんですけども、現在の出生率が１．

５からだんだん上がってきて、２０３０年

には１．８に達します。その後、２０６０

年までは１．８のまま推移します。こうい

う計算をしております。 

 最後にパターン・ウなんですけれども、

出生率がだんだん１．８を目指して、２０

３０年で１．８になる。その後さらに上昇
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を続けて、２０４０年には２．０７まで出

生率が上昇する。その後、２０６０年まで

２．０７を維持する。このパターンでござ

います。 

 この３パターンをもとに、庁内で議論を

いたしました。ここで１．８という出生率

なんですけれども、これは国が示している

数字です。国のほうが国民の希望がかなっ

た場合の出生率、いわゆる希望出生率と言

われるものでございまして、国のほうが１

８歳から３５歳までの男女にアンケート

をとりましたり、あと夫婦の希望の子ども

の数であったり、独身の方に結婚したいで

すか等を聞きとりまして、その結果、国が

はじき出した数字が１．８でございます。 

 これらを勘案いたしまして摂津市とし

て検討いたしました結果、シミュレーショ

ン・イ、つまり転入・転出者は健都の開発

以外は差し引きゼロ、これを目標とする。

また、出生率はこれから上昇していって、

２０３０年には１．８に達する。このまま

１．８のまま２０６０年まで持ちこたえる、

維持する。これを目標とすることにいたし

ました。 

 その結果でございますね、５２ページを

ごらんください。摂津市では２０６０年に

おける具体的な人口目標は７万２，０００

人、これを掲げるというふうに我々考えて

おります。 

 また、この７万２，０００人を目指す上

での具体的な戦略といたしましては、今あ

る摂津市の強みを生かす、また摂津市の弱

点を克服する、もうこれが大前提と考えま

した。また、これからの施策を練る中で、

まち・ひと・しごと創生懇談会というのを

立ち上げまして、産業であったり行政機関

であったり、大学であったり金融機関、ま

た市民の代表の方にそれぞれ参加いただ

きまして、今まで２回ご意見を頂戴いたし

ました。また、庁内でも係長級を中心とし

た作業部会を立ち上げまして、いろいろ本

市の施策はどうあるべきかとか、強み・弱

みは何だろうとか、大分内部で議論を進め

ました。 

 ここで具体的にどういう施策をもって

この人口を目指すかというところで、総合

戦略の柱建てでございます。 

 まず、この資料３の２１ページをごらん

ください。２１ページ、表の地域への環境

への満足度というところでございます。こ

れ前回の特別委員会でお示しいたしまし

た市民意識調査の報告書からの抜粋です。 

 この中で、市民へのアンケートで住環境

について市民が不満に思っているもの、平

成２７年度の１位は「ｇ」の「道路の安全

さ」でございました。将来に向けて人口が

定着していける、転出を食いとめるという

ところで、まず暮らしに欠かせない道路網

の環境整備、もうこれは摂津市にはなくて

はならないと考えました。そういうところ

で、道路を中心としたハード整備を総合戦

略の大きな一つの柱に掲げたいと考えま

した。 

 続きまして、同じ資料３の２３ページを

ごらんください。２３ページの図、今後の

まちづくりへの力の入れぐあいというと

ころでございます。大いに力を入れるべき

と市民の方が答えられたのは、全体の１位

は「ｊ」の「健康医療」でございました。

また、これから国立循環器病研究センター

の移転が決まっておりまして、健都のまち

づくりがスタートいたします。将来に向け

て市民が最も望む健康医療分野、そして健

都という非常に大きな都市資源を本市の

強みとして総合戦略に掲げましてアピー

ルするべきだと考えました。 
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 続いて、子育て分野でございます。前回

お話ししたとおり、本市の転入・転出の特

徴といたしましては、新婚世代と若い世代、

非常に多くの転入者を迎えております。ま

た、出生率も高い。摂津市で子どもが生ま

れております。しかし、３０代半ばぐらい

の子育て期の方が子どもを連れて転出す

るという傾向は非常に強くあります。 

 この転出傾向を食いとめるために我々

は何が必要かというのを考えました。もう、

これはずばり、子育て支援施策と、あと小

中学校の教育の充実、学力アップ等でござ

います。このあたりを総合戦略の一つの大

きな柱に入れるべきだと考えました。 

 続きまして、産業と仕事という切り口で

も考えました。摂津市の強みとしてまず挙

げられるところでは、昼夜間人口比率、昼

間の人口比率が非常に高い。法人が活発な

町であると。また、法人市民税は、非常に

摂津市を支えるものになっておると。法人

が活発、産業が活発なまち、これは非常に

摂津市の強みであると考えております。 

 ただ、一方で３１ページをごらんくださ

い。３１ページの表、完全失業者の比率の

比較というところでございます。残念なが

らなんですけれども、全国と摂津市の失業

者を比較いたしますと、特に男性の２０歳

から５０歳の世代の完全失業者の高さが

顕著であります。そこで、これらもあわせ

まして産業の活性化と雇用対策、この二つ

をあわせて総合戦略の一つに掲げるべき

と考えました。 

 以上、４つ、道路を中心とした都市基盤

整備、健康医療、子育て・小中学校教育の

充実、産業の活性化と雇用促進、これらの

４つを大きな切り口として総合戦略を組

み立てていきたいと考えました。 

 続きまして、資料４に参ります。総合戦

略でございます。 

 総合戦略、まず冒頭の第１章、初めにと

いうところで、総合戦略の目的や位置づけ、

総合戦略と総合計画との関係などを記載

しております。これ主立ったものといたし

ましては、前回の特別委員会でご説明しま

したとおりでございますので省略いたし

ますけれども、大きなところではこの総合

戦略、平成２７年度からの５年間の取り組

みや方向性をまとめたものでございます。 

 かなり５年間、ちょっと長いスパンでご

ざいますので、その下に、さらに毎年毎年

のアクションプラン的なものをつくると

いうことで、資料５、別冊参考資料という

ところも今回新たにまとめております。こ

の資料５では、毎年の取り組み内容を記載

しておるんですけれども、今回は平成２７

年度、平成２８年度の具体的な事業を載せ

ております。この資料５については、毎年

更新を予定しております。 

 では、資料４に戻りまして、総合戦略の

大きな柱建てからご説明いたします。 

 まず、資料４、４ページをごらんくださ

い。先ほど人口ビジョンのご説明の中で申

し上げました総合戦略の大きな柱建てと

して挙げました４つについて、まず、道路

などの都市基盤整備は、４ページ１番の

「快適で利便性が高いまち摂津」、健康医

療分野は、２の「健やかで暮らせるまち 

摂津」、子育て・小中学校教育の充実は、

３の「子育て・教育への願いをかなえるま

ち摂津」、最後４つ目の産業の活性化・雇

用促進は、４番の「企業が元気で生き生き

と仕事ができるまち摂津」、こういう形で

記載させていただいて、柱に据えて、その

結果、右に行きまして「魅力あふれるまち

摂津」をつくり出して、将来目指すべき方

向性といたしまして、「安心と活力があし
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たへとつながるまち摂津」へと結びつくよ

うにしております。 

 また、４ページ下段をごらんください。

基本目標設定の考え方といたしましては、

近年の人口の転入超過傾向及びこれまで

の都市基盤整備、産業集積の流れを生かし

てこれからの少子高齢化に対応できる地

域社会づくりの発展的継承を目指す、これ

を軸足に置きました。また、本市の持つ都

市資源を生かすとともに、少子高齢化を食

いとめること、若い世代や子育て世代をタ

ーゲットにすることなどを考慮いたしま

した。 

 続きまして、具体的な総合戦略の成り立

ちをご説明いたします。６ページをごらん

ください。ここでは、具体的な施策体系を

示しております。 

 先ほど申し上げました４つの基本目標、

一番左側にございます。この左側の「基本

目標」に対しまして、右側にずれていきま

すけども、もう少し詳しく内容を、方向性

を示したものが真ん中の「基本的方向」、

さらに詳しく取り組みをお示ししたもの

が、右側の列の「施策」になります。また、

この「施策」の下に位置づけるものといた

しまして、資料５、別冊参考資料にござい

ます「具体的な事業」がそれぞれぶら下が

ることになります。 

 このような形で、総合戦略は「基本的目

標」「基本的方向」「施策」、その下に「具体

的な事業」の４段構成で成り立っておりま

す。この流れの形を、この資料４の６ペー

ジ以降で詳しく説明しております。 

 特に、今回、国から求められておりまし

て、総合戦略の中では数値目標をしっかり

書くことというふうに求められておりま

す。そこで、基本目標と施策につきまして

は、それぞれ５年後の平成３１年度での数

値目標を掲げております。 

 一例を挙げますと、資料４の１５ページ

をごらんください。これ大きな目標は「子

育て・教育への願いをかなえるまち摂津」

という基本目標なんですけれども、この基

本目標に対して１５ページのほうでは、平

成３１年度での出生率が１．６５を目指し

ますと。５年間の間の子どもが生まれる数

が合計で４，２００人を目指しますと。こ

れを掲げております。 

 また、この基本目標の下に具体的な施策

が５つぶら下がるんですけれども、それぞ

れにも重要業績評価指標「ＫＰＩ」という

数値目標を記載させていただいておりま

す。例えば、１５ページの下段、①の教育・

保育環境への充実という施策については、

具体的な目標は保育所等の待機児童数、こ

の数を指標に挙げております。このような

流れで、７ページから２１ページまでを具

体的に解説しております。 

 また、資料５、別冊では、さらにその下

に来る具体的事業をまとめております。そ

の資料５も具体的に一つだけ例を挙げま

すと、資料５の９ページをごらんください。

資料５の９ページでは、先ほど例に挙げま

した施策①の教育・保育環境の充実という

ところの具体的にぶら下がっている具体

的事業といたしまして、子ども・子育て支

援事業であったり、民間保育所入所承諾事

業であったり、具体的な事業はこうですよ

という形で例を挙げて書いております。 

 また、資料６、Ａ３判のもので、具体的

な総合戦略の体系と数値目標を見やすく

一覧表にもしております。こういう形で総

合戦略として組み立てまして、２０６０年

の目標人口を目指してまいります。 

 最後に、資料５の別冊参考資料を使いま

して、特にこの総合戦略の中で含めまして、
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平成２８年度に新規事業として取り組む

ものを具体的にご説明いたします。 

 資料５の１ページ、真ん中より少し上の

ところ、千里丘三島線東側の道路改良事業

でございます。また、同じページ、正雀三

島線の道路改良事業、このあたりも総合戦

略にくっつけてございます。 

 また、５ページに参りまして下から二つ

目の総合体育館事業、あと１２ページ一番

下の防災教育推進事業、１４ページ一番下

の健都イノベーションパークの企業立地

の事業、あと１５ページ真ん中にございま

す非常勤職員等任用事業、これ人事課が障

害のある方を採用されて作業していただ

くという事業でございます。これらを新規

事業として挙げております。 

 この中で健都イノベーションと非常勤

職員の事業なんですけれども、これ平成２

８年度の予算ではなくて、平成２７年度の

今回の補正予算で上げております。国のほ

うが、加速化交付金といいまして、今年度

中に予算を組めば交付金の対象にできて

申請ができるというものがございました

ので、平成２８年当初の予算要求から平成

２７年度の今回の補正で変更しておりま

す。 

 以上、このような施策で２０６０年の７

万２，０００人というのを目指してまいり

ます。 

 なお、今後の予定なんですけれども、３

月上旬にこの３つの総合計画の改訂版、人

口ビジョン、総合戦略、これのパブリック

コメントを実施いたします。また、成果品

は３月末ごろにでき上がる予定でござい

ます。 

 最後に、前回お示しした資料の中で、第

４次摂津市総合計画中間評価総括報告書

というところでございますが、これについ

ては、パブリックコメント等、先ほど申し

上げましたが、当意見を募集しましたが、

残念ながらございませんでした。 

○三好義治委員長 説明が終わりました。 

 質問に入りますが、周知のとおり、本特

別委員会は地域創生に向けた地方版総合

戦略及び人口ビジョンの策定並びに第４

次摂津市総合計画の中間年において、計画

の目的達成に資するよう諸課題について

調査研究、検討することを目的とした事務

調査を行う特別委員会です。それを理解し

た上で質問に入りたいと思います。 

 質問のある方。 

 安藤委員。 

○安藤薫委員 それでは、質問をさせてい

ただきたいと思います。 

 １１月末の第１回目から、その後お願い

していた自由記述の資料なども用意して

いただきまして、また今回も膨大な資料を

まとめていただいてお疲れさまでござい

ます。期日の決まっている作業の中でとい

うことで、大変な作業ではないかなという

ふうに、私もこの資料を見ながら、とても

この短い期間で消化できるのかなという

ような不安も覚えるような状況でありま

すが、できるだけしっかり見て意見も申し

上げていきたいなというふうに思ってお

ります。 

 それでは、最初に、これも１１月の段階

でも少しお聞きしたかと思いますが、今回

の総合計画の見直しと、まち・ひと・しご

と創生総合戦略、人口ビジョンを策定して

いくに当たってのそれぞれの計画の目的

とか総合計画との違いですとか、ご説明を

いただいてきたかと思いますが、改めてそ

もそものまち・ひと・しごと創生総合戦略

を立てていく上で、東京一極集中であった

り地方の人口減少という状況、これを打開
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していく上で、各地方がそれぞれの立場か

らそれぞれの状況にあって人口推計を立

てて、目標を立てて、どのように活性化さ

せていくのかということで議論をしてい

くものだというふうに理解をしているわ

けでありますが、そもそもこの東京一極集

中、それから地方の人口減少という問題、

これの大もとの原因というんでしょうか、

背景というのはどこにあるのか。そこにつ

いても、やはり一定共通認識を得ていく必

要があるのではないかなというふうに思

いますので、どのようにお考えになってい

るのか。 

 もちろん、今回、人口ビジョンであると

か地方版の総合戦略については摂津市の

いろいろなマターを研究し、分析をし、出

されているかと思いますけど、摂津市だけ

ではない一極集中も、人口減少という面も、

これは全国的にずっと深刻に進んでいる

問題であって、そこをどのように捉えてい

くのか、その原因分析、共通認識をしっか

りしていく必要があるんではないかなと

いうふうに思いますので、その点のお考え

を初めにお聞かせいただけたらなという

ふうに思います。 

 そうしたら、続いて川西課長からもご説

明いただきましたが、国の交付金のことに

ついてお伺いしておきたいと思います。 

 先ほど健都にかかわって、２０１５年度

の補正で地方創生加速化交付金を充てる

というようなお話がありましたが、２０１

６年度、新年度においては、国のほうでは

地方創生推進交付金というものを手当て

すると。事業費の２分の１、１，０００億

円、事業総額で言えば２，０００億円に当

たるということになっていますが、今回の

この計画の中で、この推進交付金というも

のはどんなものを手当てしていこうとい

うふうにしているのか。その考え方が定ま

っているんであれば教えていただきたい

と思います。 

 次に、総合計画見直しと人口ビジョン、

総合戦略策定における市民の参加、特に総

計の一番のキーワードである協働につい

て、どのようにこの策定の段階で考えてお

られるのか、どのように協働を果たしてい

こうとされているのか、その点をお聞かせ

ください。 

 ４つ目、ここからちょっと総合戦略の具

体的な項目の中身に沿ってお聞きしてお

きたいと思います。 

 最初に、資料４の部分で基本目標の１番、

「快適で利便性が高いまち摂津」という項

であります。 

 先ほどもお話ありましたように、人口ビ

ジョンであるとか人口移動のアンケート

から見ても、道路の安全を求められる市民

の方が非常に多い。満足度は低い一方で期

待度は高いというような項目で、この総合

戦略の基本目標の１番に挙げられている

中で、基本的方向で道路の問題と公共交通

の問題が挙げられて、ＫＰＩ、評価指標も

ここに表示されております。 

 道路のネットワークについてでありま

すが、都市計画道路の整備率につきまして、

平成２６年度７６．４％を、この計画最終

年度、平成３１年度には８３．４％へと引

き上げていくということであります。これ

から５年の計画といえども、もう既に今年

度は終了間近ですので、実質は４年間の中

でこれを進めていかれると思うんですけ

ど、この点、具体的にはどこをどのように

されていくのかについてちょっとお聞か

せをいただきたいというふうに思います。 

 それから、あわせてですけども、②の公

共交通の充実。この点については、これは
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地域性が非常にあらわれていた、アンケー

ト調査の結果があらわれていたと思いま

す。 

 全体として摂津市の印象というのは、駅

に近くて大都市に近くて便利なまちとい

うような、これ強みにも上げられていたか

と思いますけども、一方で、例えば五中校

区の方々のアンケート結果を見ると、大変

それが低いと。公共交通の便利なまちを求

められている比率が非常に高いんですね。

さらに、二中校区、四中校区、いわゆる安

威川以南地域での公共交通の充実を求め

る市民の声が非常に高いというふうに思

います。 

 都市計画道路の整備と、それから公共交

通をどう充実させていくかという中で、公

共交通で巡回バスの１便当たりの平均乗

車数を６．２人から７．７人へ１．５人ふ

やそうと。循環バス、これも市役所から二

つのコースなど工夫をされておりますが、

３．９人から６．８人へというような目標

設定になっております。 

 しかし、地域の方々が求めているのは、

やっぱりたくさんの方に利用していただ

こうと思うと、この間何度もこういった議

論をしてきたかと思いますが、より使い勝

手のいいバスが求められているのではな

いかなというふうに思うんですね。便数、

コースを少しふやすことによって利用し

やすくなる。土曜日・日曜日も運行すれば、

さらに土・日の市主催などのイベントにも

参加しやすくなるというような要望が上

がっているかと思いますが、１便当たりの

平均乗車数で見ますと、こういった市民の

皆さんが望んでおられる公共交通の充実

には直接マッチしない目標設定ではない

かなというふうに思うんですけども、その

点の考え方をお聞かせいただきたいなと

思います。 

 次に移ります。子育て・教育基本目標３

のほうですね。３に移っておきたいと思い

ますね。 

 「子育て・教育への願いをかなえるまち

摂津」。数値目標として、合計特殊出生率

が５年間で１．６５へ上昇させることと、

５年間で４，２００人の出生数。１年当た

り単純計算すると８４０人。現状でいきま

すと、年間７００人強ぐらいか７００人弱

ぐらいでしょうかね、出生率。それをアッ

プしていくというような数値目標、大きな

目標を掲げられて子育て支援をしていく

と。 

 とりわけ最初の施策で、保育所等の待機

児童数、これを４年後にはゼロ人、待機児

ゼロという目標を掲げられております。本

当に保育所の整備というのは重要で、待機

児童がどんどん増大をしておりますので、

こうした目標設定というのはまさに市民

の願う、または摂津市のまちを活性化させ

ていくという意味では、目標設定というの

はぴったりくるものだというふうに思い

ます。 

 現状の保育所等の待機児童数、これは平

成２６年１１月１日時点となっておりま

すけども、現状の待機児童数と、それから

当面の定員増、どのような形で待機児童を

解消していくのか。現状でも既に三桁に達

しているというふうに思いますが、その点

の考え方、現状と今後の進め方を教えてい

ただけないでしょうか。 

 次に、同じく子育て・教育ですが、ここ

の項目には直接的にはありませんが、安心

して楽しく子育てできる環境づくりとい

う点でいいますと、ここには保育であると

か教育のことが中心に書かれております

けども、摂津市だけでなくて、今、子ども
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の貧困というのが大きな問題になってい

ます。困窮者自立支援法が施行されて、今

回の総合計画にも新しくこういった法律

の名前が入り込んでいるわけですけども、

子どもの貧困対策法というのも施行され

てきています。 

 安心して楽しく子育てができるという

ことは、やっぱり貧困問題を解決すること

がやっぱり不可欠だと思います。この総合

戦略の中には、貧困問題というのは、私は

ちょっと抜け落ちているのではないかな

と。とりわけ子育てを応援していく上では、

この子供の貧困問題に正面から向き合っ

て、それをどのように解決していくのか。

これは、貧困のご家庭を直接応援にもなり

ますが、摂津のまちの活性化には、これは

欠かせないことだというふうに思うんで

すね。 

 とりわけ人口ビジョンなどの調査を見

ますと、女性と若い人の失業率、非常に高

くなっているということであります。これ

は、もう言うまでもなく、労働法のさまざ

まな改定によって非正規雇用が増大をし

ている、もしくは雇いどめ、それから地方

経済の疲弊から来る仕事の減少というも

のもあって、これから結婚し、子どもを生

み育てていこうという若い人や、または子

どもをお持ちの女性の経済状況というの

は、女性の子育て世代の経済状況が非常に

厳しくなっているんではないかなという

ふうに思うんですが、こうした今の現状を

どう認識して、これに対しての処方せんも

やはりここの総合戦略の中にもきちんと

位置づけていく必要があるのではないか

というふうに思いますが、お考えをお聞か

せいただきたいと思います。 

 続いて、学力のことですね。１７ページ

に行きます。確かな学力の育成という施策

であります。 

 低年齢から、小学校へ上がってから中学

校、それから３０代前半から４０代後半の

人口が転出超過という分析、それから、そ

うした転出された方と転入された方の転

居先を選ぶ基準の中に、やっぱり小学校、

中学校の学校教育の充実というのも比較

的高い結果が生まれていました。教育の充

実を図っていくというのは欠かせない課

題だというふうに思っております。 

 その中で、今回の評価指標は、摂津市独

自で実施されている学力定着度テストと

全国一斉に行われている学力定着度状況

調査の平均正答率、全国平均の平均正答率

まで持っていこうという、平均正答率その

ものが目標の数値というふうになってお

ります。 

 総合計画のほうの具体的な目標は、平均

正答率をそのまま目標値には掲げておら

れなくて、正答率３割未満の児童生徒の割

合を伸ばしていきたいと、こうすることに

よって全体を引き上げていくということ

だと思いますが、この辺の違いについて、

なぜ平均正答率をそのままといいますか、

全国平均へ近づけるというものにされて

おられるのか、その点ちょっと教えていた

だけたらと思います。 

 それから、これ基本目標の最後の項目に

なりますが、「企業が元気で生き生きと仕

事ができるまち摂津」のところです。 

 昼と夜の人口の比率が、大阪府内では大

阪市に次いで２番目に高いと。参考資料を

見たら、東京都よりも摂津は昼間の人口が

多いということ、私もいろいろなところで

お話をお伺いしておりましたが、ああ、こ

んなにやっぱり摂津というのは産業の町

といいますか、なのかなと改めて認識を新

たにしました。 
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 財政の面でいっても、固定資産税とあわ

せて法人市民税に頼るところの多いまち

であって、個人市民税は大阪府内平均より

も低いという状況で、非常に特徴的なまち

だと思います。大企業を含めて個人事業主

まで、ありとあらゆる規模と形態の事業者

の方々が市内でお仕事をしていただいて

いるんだというふうに改めて感じました。 

 こうしたところにしっかり光を当てて、

事業者の方々が元気で活動してもらうと

いうことが、ひいてはそこで働く人たちの

収入をふやし、地域のコミュニティーも活

性化させて、摂津の税収もふやして好循環

を生み出していくことになるんだという

のを、私も同じ認識でおります。 

 そうしたところの項目ではあるんです

が、数値目標についてちょっと疑問を感じ

ました。従業者１人当たりの製造品出荷額

を３．５％増加する。従業者１人当たりの

商品販売額、これを２％増加させるという、

完全失業率の０．５ポイント改善というの

も、これ３つ挙げられていますが、初めの

二つについてちょっとお聞きしたいと思

うんです。 

 人口ビジョンでは、工業では事業所は減

少しているけども、従業者はふえていると

いう結果でした。統計を見ますと、摂津市

の事業所は１００人以上の事業所がふえ

て、２０人未満の事業所は減少していると

いうような結果であります。 

 市内の事業所全体は、小規模零細企業が

どんどん、今の経済状況、地方の疲弊とい

う社会状況の中で減っていく一方で、大き

な企業は着々と事業所数がふえていて、働

く人たちはそういった大きな企業によっ

て抱え込まれているというような実態が

あらわれていると思うんですね。言ったら、

大企業の雇用する数字を見ると、これ一般

論ですけども、正規雇用よりも非正規雇用

のほうにシフトしているというのが今の

社会の状況にあるのではないかなと思う

んですね。そうしますと、もちろん雇用拡

大、完全失業者は減らすことになりますが、

不安定、低賃金の非正規雇用が拡大してい

るのではないかなということは想像でき

るわけですね。 

 それから、小売り、卸売りでは、大規模

化、大型店化が進んでいるという結果が人

口ビジョンでも示されています。事業所、

お店の数は減っているけれども、販売額が

ふえている。床面積がふえているというよ

うな結果になっています。 

 従業者１人当たりの出荷額とか１人当

たりの商品販売額というような指標のと

り方というと、非常に大型店化、大規模化

が進む、または非正規化が進んでいるんで

はないかというような状況はそのまま放

置をして１人当たりの出荷額や販売額を

ふやしていく。大規模店であったり大きな

会社に光を当てるような施策を誘導して

しまうんではないかというような目標に

なってしまうんじゃないかという点を非

常に疑問に思います。 

 とりわけこの１人当たりの出荷額や販

売額は、要は従業者の数が減れば、分母が

減れば目標数値に近づくわけですので、従

業者の方も潤わなければまちの活性化と

いうのはありません。大きな会社だけが潤

って、働いている人たちや、そこで住んで

おられる市民の方々の働く場がなくなっ

ていくということであれば、これは本末転

倒になると思います。 

 そういう点からいって、この今回の数値

目標の上二つのことについて、どういった

ことが意味されているのかと。私の意見と

して感じるところを述べましたので、その
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点何を意味しているのか、お答えをいただ

けたらなというふうに思います。 

 １回目は以上です。 

○三好義治委員長 川西課長。 

○川西政策推進課長 ただいまご質問い

ただいたところで、全体を見ました上で政

策という立場でご説明いたします。 

 まず、総合計画と総合戦略の違いは何だ

というお問いなんですけれども、まず総合

計画はもう市の最上位計画でございます

し、市の施策、事業を全て網羅したもので

ございます。それに対しまして、今回策定

いたしました総合戦略なんですけれども、

もうこれは明らかに人口減少を少しでも

食いとめる、この１点でございます。この

１点でございますので、総合戦略に掲げる

中身も、これはもう国からも府からもいろ

いろ策定の手順というふうに来ておりま

すけれども、かなり絞り込んで、具体的に

いえば、摂津市の強みをさらに伸ばす、摂

津市の明らかな弱点を克服する、ここに絞

っております。これが戦略でございます。 

 したがいまして、例えば一例を挙げまし

たらですけれども、非常に大事なものなん

ですけども、例えば文化振興でありました

り、そのあたり非常に大事なもので、当然

総合計画には入っておりますけれども、戦

略には摂津市の大きな強み、大きな弱点に

もなっておりませんので、そのあたりは入

っておりません。かなり絞り込んだ形で策

定いたしましたものが総合戦略だとお考

えください。 

 続きまして、今、東京に一極集中してい

ると。地方がかなり疲弊していると。原因

はどちらにあるのかというお問いだった

と思うんですけれども、府の説明会に行き

ましてもかなり大きな声でおっしゃって

いるのは、仕事が地域を活性化させる。仕

事が地域に人口を呼び込む。仕事という切

り口が非常に大きいです。 

 ですので、我々も仕事のないところには

なかなか人は住めませんし、仕事が一つの

キーワードになってくると分析しており

ますし、国もそういうふうに言うておりま

す。その中での総合戦略でございます。 

 続いてのご質問、交付金に対するお問い

でございますが、今動いておる交付金、は

っきりわかっておりますのは加速化交付

金というものでございます。 

 これ先ほど説明いたしましたとおり、国

の要件といたしましては、まず総合戦略に

掲げられている事業であること、または掲

げる予定である事業であること、これが前

提です。次に、今回のこの加速化交付金は、

特に仕事に対して、やっぱり国も仕事に力

が入っていますので、仕事または雇用促進

に関する事業であること。次に、先進性が

ある取り組みであること。このあたりを今

回の加速化交付金の要件には国のほうが

されています。 

 それと、あと手続的には平成２７年度中

に予算にすること。これ国から出たのが１

月でございますので、実際もう３月補正し

かないという状態です。全額繰り越しして

も全然構わないというふうに国は言って

います。 

 あと、特にわかっていることとすれば、

補助率は１０分の１０である。１自治体に

つき２事業までは申請できる。ただ、当然

交付金ですので、つくかつかないかは、も

うその後審査がございますというふうに

聞いております。 

 その中で、摂津市では二つの事業、健都

のイノベーションの分です。イノベーショ

ンの企業誘致の分と、人事課が出しており

ます非常勤職員の任用の事業、この二つを
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今申請しているところでございます。 

 あと、もう一つ、これは４月以降の話な

んですけれども、今説明会で聞いておりま

すのは、新型交付金というのを説明受けて

おります。まだ詳細は具体的には説明を聞

けていないんですけれども、この新型交付

金というのは総合戦略に位置づけられて

いる事業であればどんなんでも構わない

と。ただ、先進性が必要ですよと。市の持

ち味を生かした先進的な取り組みが必要

であるというふうに聞いております。 

 今のところ、我々に聞こえてきましたの

は、補助率は２分の１であるというところ

で、恐らく平成２８年度の年度途中に、こ

れは国のほうから府を経由して我々は知

ることになるだろうというふうに考えて

おります。 

 今のところは、わかっている範囲は、新

型交付金はこの程度でございます。 

 続きまして、この総計の改訂版、または

市民の参加はあったのかというお問いで

ございますけれども、これ、まず今回の策

定の改訂の趣旨なんですけれども、５年間

たちましたので、途中で社会状況とか、何

か影響があったところを見直すというこ

とですので、我々の考え方としましては、

５年前に市民の皆さんの意見を頂戴しま

して定めましたまちづくりの理念であっ

たり考え方の部分は手をつけておりませ

んし、これは５年では変わるものではない

と考えております。したがいまして、我々

内部で、５年間でどういう法律が変わった

のか、どういう社会状況が変わったのか、

このあたりを分析するところが主でござ

いました。 

 また、市民意識調査、去年の夏やりまし

て、その中で５０の施策に対する満足・不

満足を問うております。この中で、当然不

満のところは担当課も把握しております

ので、これちょっと知恵を絞ってやらなあ

かんというふうに一生懸命考えています

し、方向性のところに市民意識調査のアン

ケートであったり、自由筆記のところは大

いに生かされております。 

 今後なんですけれども、市民の方の目に

触れるのはこのパブリックコメント、ここ

でもご意見を頂戴したいと考えておりま

す。 

○三好義治委員長 土井次長。 

○土井都市整備部次長 それでは、安藤委

員のご質問にお答えさせていただきます。 

 公共交通の満足度が低い、特に安威川以

南ということでございましたけれども、四

中校区、循環バスが通っておりますけれど

も、それにつきましては乗車によるアンケ

ート調査もしてまいりました。その当時、

市役所で乗り継いでおりましたので、北ル

ート・南ルートという形でやっておりまし

た。それを、平成２５年にはＪＲ千里丘駅

を起点としたルートに変更いたしており

まして、南別府方面からＪＲ千里丘まで運

行時間短縮ということもしてまいりまし

た。また、昨年には十三高槻線の側道等、

開放に伴いまして、正雀駅周辺まで乗り入

れをすることができました。 

 それと、また運行時間も朝夕を延ばすな

どいたしておりまして、現在、平成２６年

度で１便当たり３．９人であったものが、

平成２７年度末の見込みでありますけれ

ども、５．６人まで、約１．７人までふえ

たということは実績として上がっており

ます。それを、今後は年間０．３人ずつぐ

らいということで６．８人という計算で進

めておるところでございます。 

 また、五中校区、二中校区というお話も

ございましたけれども、そちらのほうには
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鉄軌道がモノレールしかございませんの

で、あと巡回バスというものを今走らせて

いただいております。それにつきましても、

鳥飼西のスポーツ広場まで乗り入れをい

たしまして、便数は若干減りましたけれど

も、今現在、平成２６年度１便当たり６．

２名だったものが、約０．３人ふえている

状況ではございます。 

 実際になかなかニーズにマッチしない

というふうにおっしゃっていましたけれ

ども、実際上は、先ほどの市民の意識調査

でいきますと、平成２７年度、交通の便利

さでいきますと４２．４％と５．７ポイン

ト上がっているという実績もございます

ので、徐々ではございますけれども、意見

を取り入れて進めてまいりたいと考えて

おるところでございます。 

○三好義治委員長 小林参事。 

○小林次世代育成部参事 保育所等の待

機児童数と当面の対応策につきまして答

弁させていただきます。 

 指標に書いております実績値、平成２６

年度９８人という保育所等の待機児童数

でございますけれども、平成２７年１０月

１日現在では１１７名という実績となっ

ております。待機児童の内訳につきまして

は、ゼロ歳から２歳児が中心でありまして、

地域的には安威川以北地域の保育所等を

希望される方が多い現状がございます。 

 これまで新たな認可保育所の開設、また

保育園の建てかえ等により定員増を図っ

てまいりましたけれども、現状、待機児童

が発生している状況でございます。 

 当面の対応策でございますけれども、平

成２８年４月に０歳児から２歳児を対象

とした定員１２名の小規模保育事業所を

安威川以北地域で開設の準備を進めてお

ります。また、新たな認可保育所について

も開設を予定しております。 

 今後も民間保育園と協議する中で定員

増を図る、また小規模保育事業所等を開設

していただく、こういったことを市として

も積極的に進めてまいりまして、待機児童

の解消に努めてまいりたいと考えており

ます。 

○三好義治委員長 木下課長。 

○木下子育て支援課長 それでは、私のほ

うから子どもの貧困対策が位置づけられ

ていないのではというご質問にご答弁申

し上げます。 

 平成２６年に子どもの貧困対策に関す

る大綱が閣議決定をされました。これは、

全ての子どもたちが夢と希望を持って成

長していける社会の実現を目指し、子ども

の貧困対策を総合的に推進することを目

的として策定されたものでございます。 

 具体的には、スクールソーシャルワーカ

ーの拡充でありましたり、保護者の学び直

しの場の支援であったり、生活困窮者の自

立支援など、国の支援としてそのようなも

のが盛り込まれておるところでございま

す。 

 本市でも、個別の事業につきましては取

り組みを現在進めているところでござい

ます。例えば、先ほど申し上げましたスク

ールソーシャルワーカーの拡充でありま

したり、また子ども医療の年齢拡大なども

条例改正をさせていただいたところでご

ざいます。さらに、ひとり親家庭の事業の

拡充なども考えておるところでございま

す。 

 このように、この子どもの貧困対策につ

きましては、教育や子育て、またひとり親

支援などさまざまな分野にまたがってい

る事業を推進することにより総合的に支

援が進むものというふうに認識している
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ところでございます。 

 分野が非常にまたがっているというこ

ともございますので、一つのプランの中に

落とし込むというのは難しいということ

もございます。視点としては大切にしてい

きながら進めてまいりたいと思っており

ますので、ご了承いただきたいと思います。 

○三好義治委員長 前馬部長。 

○前馬次世代育成部長 学力向上に関わ

って、評価指標の総計と総合戦略との違い

についてのご質問にご答弁申し上げます。 

 学力の向上、あるいは学力の定着は、全

ての子ども、あるいは保護者にとっての共

通の願いであると、そう捉えておるところ

でございます。しかし、本市の小中学生の

現状を見ましたら、学力の定着ということ

においては非常に厳しい現状がございま

す。 

 そのような中、小学校６年生と中学生３

年生には、進学を控え、最低限の知識、技

能は身につけさせたい、そのような思いか

ら、総合計画においては平均正答率３０％

未満の児童生徒をゼロにしたい、そのよう

な目標を掲げたところでございます。 

 その思いは今現在も変わっておりませ

んが、一方で本市の児童生徒の学力調査に

関わっての度数分布を見ますと、全国平均

や大阪府平均と比べると、全体に左へ寄っ

ている。点が高いものも中間のものも低い

ものも全体に左に寄っている、そんな現状

がございます。つまり、学力が低いと言わ

れている子供だけではなくて、さまざまな

子に対してのケア、あるいは意欲を向上さ

せることの取り組みが必要ではないかと。

そのようなことから、今回、小学校２年生

からも調査を行うということと関連しま

して、全国平均に達したい思いで評価指標

を総合戦略では全国平均比１００％とい

たしたわけでございます。 

 中学校のほうはどうするんだというこ

ともあろうかと思いますけども、小学校低

学年からの取り組みを積み重ねて、全体的

な子供たちの学力というものを少しでも、

底辺は中間層へ、中間層は上位層へ上げて

いって、より定着の度合いを高めていきた

い、そのように考えた次第でございます。 

○三好義治委員長 山本部長。 

○山本教育総務部長 子どもの貧困のと

ころで少し補足をさせていただきたいと

思います。 

 委員のご質問の中に、まち・ひと・しご

と創生総合戦略の中に子どもの貧困とい

うキーワードがないんではないかという

ようなお問いもあったと思います。先ほど

木下課長のほうからご答弁申しましたよ

うに、多岐にわたることによって子どもの

貧困対策がなされていくという答弁をさ

せていただいたと思います。 

 具体的にその記載はどこに書いてある

かということを私のほうからご説明させ

ていただきます。９ページの、保育所待機

児童をゼロに持っていくということは父

母の皆様の就労支援につながると思いま

す。また、学童保育にしてもしかりでござ

います。 

 その具体的事業の中に、子ども・子育て

支援事業というところが９ページにござ

います。子ども・子育て支援事業計画に基

づき子育て支援をやっていくということ

で、その中では当然子どもの貧困対策も一

つのキーワードに入っているということ

でございます。 

 また、資料５の９ページのところでござ

います。保育所待機児童をゼロに持ってい

くというところであったり、子ども・子育

て支援事業計画に基づいて子育て支援を
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していくというところであったり、それと

目標４におきまして「企業が元気で生き生

きと」という項目がございます。１５ペー

ジを見ていただきますと、生活困窮者自立

支援をやっていくというようなくだりも

ございます。また、ひとり親家庭の自立支

援事業もやっていくと。 

 このあたりを多岐にわたってやってい

くことが子どもの貧困対策につながるの

ではないかというふうに考えております

ので、決して抜けていないということでご

理解をいただきたいと思います。 

○三好義治委員長 登阪部長。 

○登阪生活環境部長 それでは、基本目標

４の「企業が元気で生き生きと仕事ができ

るまち摂津」の数値目標についてのご質問

にお答えいたします。 

 委員もご指摘のように、本市の場合、小

規模から大規模まで事業所がたくさん産

業活動をされておられます。事業所の規模

にかかわらず、それぞれの産業活動が活性

化されることが望ましいというふうに

我々も考えております。 

 今回、指標を設定するに当たりましては、

どのような指標が適切なのか、市との施策

との関係で適切なのかということで大変

悩んだところでございます。産業の活性化

という観点からしますと、当然事業者数、

それから従業員数、出荷額や販売額、そし

て一人当たりの出荷額や販売額の全てが

ふえまして、そのことによりまして雇用が

拡大し、雇用形態についても改善すること

が望ましいと、そんなふうに考えておりま

す。 

 しかしながら、産業の活性化といった場

合、景気の動向の影響を物すごく受けやす

いということもございますので、どの指標

を設定することが市の施策の結果という

んですか、それを反映させることができる

のかという観点から考えましたときに、従

業者一人当たりの出荷額や、あるいは販売

額、こういったものが妥当なのではないか

ということで設定したものでございます。 

 今後の具体的な施策の推進に当たりま

しては、委員ご指摘になりましたように非

正規雇用の拡大や、あるいは事業所の大型

化、そういった問題についても十分認識し

た上で進めてまいりたいというふうに考

えております。 

○三好義治委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 それでは、２回目をお聞き

しておきたいと思います。 

 最初に川西課長からのご答弁をいただ

いたんですけども、総合計画と総合戦略の

違いというのはわかりました。摂津市の強

みを生かして、弱みを押し上げていって人

口減少を抑えるんだというのはよくわか

った。調査の結果、強みと弱みが一定浮き

上がってきて、そこに対策を打つのが総合

戦略だということだと思うんですが、東京

一極集中であったり地方の人口減少とい

うのは、何も自然発生的に生まれたもので

はないと思うんですね。それも、摂津市だ

けが起きたことではないと思います。 

 もちろん国の総合戦略や大阪府の総合

戦略などで、そういった対策も打たれるの

ではないかというふうに思うわけですが、

しかし全国共通の地方の人口が減少し、東

京一極集中していて地方が疲弊してきて

いるというところにはやっぱり原因があ

って、そこの原因に対する原因把握と認識

は共有化しながら摂津市の計画を立てて

いくことは大事ではないかなというふう

に思ってお伺いしたんですが、改めてもう

一回お聞きしたいと思うんですけども、一

極集中、それから地方の疲弊、地方から人
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口がどんどん流出してしまっている。 

 仕事と川西課長はおっしゃいましたけ

ども、人口が流出すれば、地方で仕事は起

こせません。人がいないところ、物が売れ

ないところでは、やはり商売は成り立たな

くなりますし、ものづくりにおいても、よ

り大きな消費地のところに移っていく。も

しくは人件費の安さを求めて、もしくは巨

大消費地を求めて海外へ移転していくと

いうことになっていくわけで、仕事が出発

点ではなくて、やっぱり人口がなぜ流出し

ていっているのか、東京一極集中になって

いるのかと。そこは共通認識を持った上で

摂津市のこの総合戦略を考えないと、小さ

な摂津市、小さいからこそできるいろいろ

な手だてがたくさん盛り込まれていると

私も思うんですが、一方で経済であるとか、

こういう一極集中の問題、人口減少、流出

という問題については大きな目でも捉え

ていかないと、これはなかなか難しいんで

はないかなというふうに思うんです。 

 その辺の全体的な今の地方創生戦略、総

合戦略を打たなければいけない。このまま

ではたくさんの地方の自治体が消えてし

まうと脅しにも似たようなレポートが出

されて、地域があおられている面もあるか

と思うんです。 

 ただ、一方では地方でも独自の取り組み

をしながら、全体に流れている地方から東

京にどんどん人が流れていく、仕事が流れ

ていく、富が流れていくものに対抗する手

だてを打って人口をふやしている小さな

自治体もたくさん実際にはあるわけです

ので、その全体の流れ、全体の傾向をどう

つかんでいるのか。 

 そうしないと、摂津市独自で打つ手が空

回りする可能性もあるんじゃないかとい

う思いでちょっと聞いたので、もう一度そ

の点の捉え方、摂津市の総合戦略を立てて

いく上で、仕事が減っている、人口が減っ

ている、だからこうするんだと。なぜそう

いうふうになっているのか全体の捉え方

の認識をお聞きしたいなと思って、もう一

度お聞かせいただけないかなと思います。 

 それから、新型交付金の話と、それから

補正予算で組まれる加速化交付金ですが、

加速化交付金についてはこの二つですね。

健都イノベーションの事業と非常勤職員

任用。この非常勤職員の任用、多分予算審

議のことになるかもしれません。どんなも

のかだけ教えてください。 

 それから、先進的という言葉が盛んに使

われておりますが、今度の平成２８年度の

新型交付金もまだ詳細がわかっていなく

て、年度途中に出てくるということである

と思います。この先進的というのは一体ど

ういうことを意味するのか。ほかの自治体

ではやっていないことをやるというのか、

もしくは非常に効率を上げる上で、ほかに

も影響を与えられるようなものを意味す

るのか。どんなイメージを持ったらいいの

か、ちょっと教えていただきたいと。 

 それから、やはり年度途中に交付申請が

されるかと思うんですが、やはり総合戦略

の計画を立てていって、これから４年後に

向けてやっていくわけですので、一定情報

も集めて、こんなもので交付金を充てたい

というような思いもあるんではないかな

と思うんですけど、その辺の今の状況を、

ちょっとあるんであれば教えていただき

たいと思います。 

 続いて、協働に関してであります。総計

の見直しは基本構想まで至らない、基本計

画であったり具体的な政策ということな

ので、基本、総計策定時のようなさまざま

な取り組みまではやらないけれども、意見
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を募集したり、それからパブリックコメン

トをやったり懇談会をやっていくという

ようなことでありました。 

 意識調査の中で、協働という言葉を知ら

ない方の割合が６割強あったということ

ですね。住民の方々。これがいいとか悪い

とかではありませんが、協働という摂津市

側が行政として協働というのが非常にや

はりこれからのまちづくりのキーワード

だとスタートさせても、半分がたった時点

でまだ６割強の方はご存じないというの

が現在の到達点。 

 同時に、行政と住民との果たすべき役割

についてどう考えるのかという問いに対

して、よく話し合って、お互い役割分担し

て、協力をして取り組む、これが全体の５

割強の方々がお答えになっている。これい

ろんな年齢層、若い方の中にもそういった

回答があったんでないかなというふうに

思うんですね。 

 やっぱり地域の再生であったり摂津市

の活性化であったり人口を呼び起こして

ふやしていこうということになると、上か

らあてがわれた、こういうものですが、こ

れで協働しましょうというものではなく

て、その地域地域、よりコンパクトな地域

地域の中で、みんなが参加してみんなの計

画を立てていく。それに基づいて物事を進

めていく、そういうことが協働だと思うん

ですけども、そういった手法というのはま

すますこれから重要になるかというふう

に思うわけですけども。 

 まちづくり懇談会から幾つかの提言も

出され、５年前には自治会や老人会やいろ

いろな団体、中学生、子ども、生徒からも

意見を聞いた。それぞれ地域に出ていって

タウンミーティングのような形も何回か

開催もされた上で、庁内も総がかりで取り

組んできてつくられてきたものが今の総

合計画であるならば、５年たった現状、基

本構想は変わらないにしても、社会の動き

とか訂正しなきゃいけない部分というこ

とについては、一定やっぱり総合計画の策

定に参加されたような方々にも意見をこ

ちらから聴取をするとかというようなこ

とがあってもいいんではないかなという

ふうには私は思うわけですけども、そうい

ったことは今後というか、今まで公式・非

公式問わずですけれども、やられているの

か、やっていくお考えがあるのか、お聞か

せをいただきたいと思うんです。 

 総合計画の中間評価であるとか、改訂版

の中にも出ていますけども、市民と一緒に

物事を進めていくというものの中にパブ

リックコメントというのが盛んに出てき

ます。パブリックコメントを実施しました

ということでありますが、なかなかこのパ

ブリックコメントという制度そのものは、

市民の皆さんの声を聞く機会を提供して

いるとは思いますけれども、それに対して

の答えというのは必ずしもはね返ってき

ていないというか、市民からの声がなかな

か届いていないというのが現状だったん

じゃないかなというふうに思うんですね。 

 その点のことも、私、今後この総合戦略

を進めていく上でも、計画を策定して、い

ろいろＰＤＣＡでチェックしながら、ロー

リングをしながら進めていく中でも、この

辺やっぱりきちんと認識をもう一回見直

していく必要があるんではないかなと思

うんですね。 

 意識調査でも、５０の施策を全部その人

に聞いていませんよね。たくさんあり過ぎ

ますから。３つに分けて聞いておられます

から、そこの中で満足・不満足を選ぶわけ

ですよね。 
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 ですから、やはり完璧に市民の意識を、

意向を全部聴取するということは可能で

はないかもしれないけれども、できるだけ

市民の皆さんに声を聞く。我々はこういう

のを今考えてんねんけども、どう思います

かというのをこちらの側から地域までお

りていって聴取しに行く、そういったこと

を進めながらやるべきではないかと。それ

が総合計画策定時のときにやられたこと

だったと私は思い出しているんですけど

も、そういう協働を考えていく必要がある

んではないかなというふうに思うんです

が、もう一度、これからパブコメやります

よと。 

 ほかの計画でもたくさんパブコメをや

られますけども、期間が１週間、２週間、

公共施設に置きました、ホームページに掲

載した、事業所ネットに掲げました。でも、

事業所ネットの実態は、残念ながら、まだ

今多くの方がネット、ホームページにアク

セスをするというような状況にはないと

いうのはもうよくわかっているはずです

よね。何か、言葉は悪いですけど、アリバ

イ的に協働で市民の皆さんの声を聞いた

というような形で進めるのであれば、せっ

かくこの短い期間の中で、少ない人数でこ

れだけまとめ上げたものが絵に描いた餅

になりはしないかと、残念なことになりは

しないかと。 

 だから、この時点のうちに、多少遠回り

であっても、丁寧に市民の皆さんのところ

へ、または計画策定にかかわった人のとこ

ろへ、または地域の中で地域活動を担って

おられる方々の中にいる、総合計画を立て

たけども、基本構想は変わっていないけれ

ども、社会の流れでこういったものを追加

しました、こういったものを削除しました。

総合戦略というものができましてんとい

うようなことを聴取していく作業をやる

ことが、遠回りでありますけども、市民の

皆さんと行政が協働して人口減少を食い

とめていくというような大きな目標に向

かっていけるんじゃないかと思うんです

けど、もう一回その辺の認識を聞かせてい

ただきたいと思います。 

 それから、交通と道路のことについては、

当面の具体的な施策等もお聞かせいただ

きました。 

 道路の安全というのは、もちろんここに

書かれているものだけでないというのは、

もう担当の方はよく認識もされていて、い

ろいろやっぱり歯がゆい思いもさえてい

るんではないかなというふうに思います

が、都市計画道路、それからちょっと前に

は多くの路線が廃止されました。例えば府

道大阪高槻線など、やはりあそこも住民の

方々からは生活道路として安心して歩道

を通ることができないような状況にある。

歩道が狭くなったり広くなったり、うねっ

ていたり段差があったり、何とかならない

のかというような声があるわけですね。 

 こうした廃止路線についての計画であ

るとか、それから摂津市の市道の老朽化が

進んできている中で、今回道路の維持補修

予算もふやされるというふうには聞いて

いるんですけども、道路の補修のペースを

上げていくような計画というものはどの

ように考えておられるかについて、ちょっ

とお聞かせいただきたいと思います。 

 それと、公共交通の充実についてですけ

ども、お話をお伺いすると、いろいろなコ

ース、循環バスで言えばコースの工夫をさ

れて、少し利用者がふえているよと。巡回

バスについても、これもコースを変えて、

少し利用者もふえているよということで

ありますが、やっぱり市民の皆さんが公共
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交通の充実を求めている、何を求めている

かというところにやはりピンポイントに

目標を設定いたしませんと、非常に小さな、

総合戦略ですから、たくさんの中の５０施

策の中の一つではなくて、４つに分けた項

目の中の一つですね。市民意識調査の中で

安全な道路と公共交通の充実というふう

に挙がって、それを何とかして地域に定着

して住んでもらおうということ、まちの魅

力を上げようということであるならば、１

便当たり１人とか２人とかというもので

は、この総合戦略という大きな目標の中で

言えば非常に小さな話になってしまうん

ではないかなと思っています。 

 高齢化が進んでいる問題、高齢ひとり世

帯が１０年ぐらい前から比べると２倍以

上になっているという問題。摂津市の場合、

毎年選挙がありますが、投票所まで歩いて

いけないのでもうやめておくわという方

が本当にあちこちにいらっしゃるわけな

んですね。そういった方々にどう手だてを

打っていくかと考えたときには、やっぱり

便数をふやす、コースをもっとふやす、利

用勝手のいい市民の足として活用できる

ような公共交通。これ巡回バス・循環バス

に限らず、今、社会福祉法人の送迎バスが

利用されているというふうに聞いていま

すけども、あらゆる問題を考えながら公共

交通の充実を図っていくということが求

められていると思っていて、この目標設定

というのは、ＫＰＩというのは設定を考え

直す必要があるんじゃないかなというふ

うに思うんですが。または、今後便数もふ

やして、１便当たりこんだけにふやすとい

うのか。私は、利用者数をこんだけにふや

しましたとか、利用して市の行事にどんだ

けの人が参加できるようになりましたと

か、そういったことを、具体的な目標を掲

げていく必要があるんじゃないかなと思

います。 

 とりわけ若い世代が多いということ、子

育てをしやすい町を望んで、そこを充実さ

せていくことが若い世代の子育て世代の

転出超過を抑制していく、歯どめをかけて

いくということが大きな目標になってい

るわけですから、保健センターに小さいお

子さんをおんぶしたり、前に乗せて、２人

乗せて保健センターまで健診に来なきゃ

いけないような、しかもでこぼこの中を小

さいお子さんを連れて回らなきゃいけな

いというような実態も、声もたくさんお聞

きしているわけで、そういった点ではやっ

ぱり公共交通、路線バスも含めて、もう少

し目標設定を引き上げるというか、充実を

させていくということが必要だと思うん

ですけど、ちょっと見解をお聞かせいただ

きたいと思います。 

 子育て・教育にかかわってであります。 

 保育所の待機児童をゼロにしていくと。

具体的な手だてとして、民間の事業者に頼

りながら施設をふやしていくということ

で、この間、実際認可保育所などを中心に

民間保育所が新築・増築・改築などで定員

増をしていただいてきていることも十分

理解しておりますが、その上に立って、さ

らに待機児童というのは減るどころか、ふ

えているという状況になっています。 

 現時点、待機児はどうなっていて、来年

には認可保育所、小規模保育所などを含め

てこんだけの定員増になって、来年はこの

ぐらいの待機児童になる。その次、また定

員増をどうやって図っていくのか。４年間

でゼロに向けた具体的なロードマップの

ようなものはないのか。その点をお聞かせ

いただきたいと思うんですけども。 

 しかも、定員増を民間保育所だけに頼り
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続けていて、本当にこの待機児童解消を果

たしていくことができるかという問題意

識を私は持っております。もちろん民間保

育所にしか施設整備補助金、国庫補助はつ

かない、公立保育所は単費でやらなければ

いけないという財政上のいろいろな制限

があるというのも理解をしておりますが、

安心して子育てのできるまち、「元気で生

き生きと子育てのできるまち摂津」という

ことであれば、働きながら子育てのできる

環境を市が責任を持って整えていかなけ

ればいけない。民間さんにもいろいろお願

いをするけれども、摂津市としても公的な

責任をきちんと果たしていくと。これは、

施設整備も含めてだと思うんですね。そう

いった転換をしていかないと、この待機児

童解消というのはなかなか追っつかない

んではないかなと。 

 しかも、今後子育て世代はふやしていく

という目標を掲げているわけですよね。そ

のときに、急激に子どもの人口がふえまし

て対応できませんわでは、総合戦略そのも

のを立てるその意味合いもなくなってし

まうんじゃないかと大変危惧をするわけ

で、そのお考えについてお聞かせをいただ

きたいと思います。 

 貧困対策、部長のほうからも補足でご説

明をいただきました。いろいろな取り組み

もやっていただいていますし、生活保護世

帯の子どもに対する学習支援もされてい

るということも認識しております。スクー

ルソーシャルワーカー、それからスクール

カウンセラーなどなど学校でも人員配置

をされて、子どもの生活の援助等、支援な

どをされているというのは十分理解をし

ているわけです。 

 一方で、やっぱり貧困問題で子育て世代

が子育て施策に求めているものは何かと

いうのは、子ども・子育て支援事業計画を

立てるときのニーズ調査であったり、その

前の計画の際に行ったさまざまな市のア

ンケートで見てもわかるように、経済的支

援を充実してほしいということなんです

ね。 

 この間、その経済的支援の充実という点

では、子ども医療費助成制度を今回１２月

議会に、大きく他市の平均レベルまで引き

上げてもらったと。所得制限なしで。これ

非常に大きな前進であって、こういったこ

とがまさに多くの子育て世代が望んでい

ることだと思うんですが、今後このことは

どこの市でもやっておられることであり

ますから、摂津市独自で子どもを応援して

いこう、子育て世代を応援していこうとい

うことであれば、やはり経済的援助につい

てもう少し触れる必要があるんじゃない

かと。ここに目標を掲げるかどうかは別に

して、具体的な施策を考えるべきではない

かと。 

 例えば、茨木市であれば、中学校給食が

摂津市と同じデリバリー選択性が実施さ

れております。しかし、なかなか喫食率は

ふえておりません。摂津市自体も同じです。

もともとの中学校給食をスタートしたと

きの目標は、お弁当を持ってこられていな

いお子さんに対してきちんと栄養バラン

スがとれたものをということでありまし

た。 

 先日の中学校給食アンケートでは、給食

を頼んでいない人はみんな弁当を持って

きているというような結果で安心されて

いるのかもしれませんけど、実態はもっと

シビアだと僕は思っております。 

 そうした中で、茨木は、本来の学校給食

の意味合いからは少し外れるかもしれま

せんが、子どもの貧困対策という意味合い
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で就学援助金を中学校給食にも導入され

ておられます。そういった具体的に現物給

付的なものを子供たちに支援していくと

いうのも大事ではないかと。 

 北九州では「子ども食堂」という取り組

みが行われておりますね。地域で子どもた

ちを見て、貧困家庭やご飯の食べられてい

ない地域の子どもを地域で見る、そこに行

政が援助をしていくというような活動も

されているわけで、子どもの貧困対策とい

うのは、これも摂津市の今後については本

当に切っても切れないものだと思います。

個人市民税は府内平均以下ということか

らも、それから就学援助金の認定率も、認

定の基準は違うとはいえ、認定率も非常に

高い水準にあります。そういった摂津市の

特徴はどう克服していくのかというとこ

ろも考える必要があると思いますので、そ

の辺のことも、もう一回具体的にお聞かせ

いただけたらありがたいです。 

 学力問題です。 

 平均を上げるという。全国平均、私は学

力調査とか学力定着度テストは無意味な

ものだというふうには認識しておりませ

んし、全国平均に近づける、全国平均より

も高くなるというのは、それは決して悪い

ことではないと思います。しかし、学力を

そういった一つの試験で全てはかるもの

ではないというのは、今までの議論からも

共通認識で来たわけですね。 

 平均正答率を目標に掲げてしまうと、今

度は真の学力向上のための取り組みから

平均正答率を上げていくことが目的化し

ていく。それが数字のひとり歩きになり、

ランクづけになり、過度の競争になる。も

しくは、かつて日本で全国学力テストを実

施したときに、平均点を上げるために成績

のよくない子どもを休ませたり、または不

正に学校で事前に問題を教えたりすると。

結局何のための学力テストだったかとい

うことで廃止になった、そういう苦い経験

があるわけで、そういったものにつながっ

てしまうと、非常に本来の教育現場での努

力そのものがゆがめられてしまうんでは

ないかということで思いを、心配をしてい

るわけです。 

 現に、大阪では中学校に入ると１年生、

２年生、３年生でチャレンジテストですね。

３年生は全国学力調査。全国学力調査は、

直接個人の成績にはかかわりませんが、チ

ャレンジテストは進学の内申にかかわっ

ていく問題になっています。小学校でも、

２年生から６年生までチャレンジテスト

をやって、個人的な順位づけにはならない

にしても、学校や市のレベルがいつの間に

か目にさらされていくと。 

 それぞれの学力をどう上げていくのか

という議論するための調査が、摂津市のブ

ランドや学校や子どもたちの認識や能力

を判定するようなものになってしまって

いるというところに大きな問題が出てく

るんではないかなというふうに思うわけ

で、ＫＰＩとしてのこの設定というのはふ

さわしくないというふうに思うわけです

けども、どうなのか、もう一回お聞かせを

いただきたい。 

 あわせて聞いておきますが、豊かな心・

健やかな体の育成の分野で、学校が楽しい、

それから自分にはよいところがあると思

う、そういう気持ちのところに対しての割

合を目標に立てておられます。これも総合

計画で挙がっているわけですけども、この

総合戦略というより具体的なＫＰＩでこ

ういったものを挙げていくとなると、非常

に恣意的な結果を生み出していく可能性

があるんじゃないかなと思うんですけど、
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そういう心配は杞憂なのかどうか、ちょっ

とお聞かせいただきたい。 

 スポーツ・体育についても、スポーツが

好きか。私はスポーツが好きかと言われて、

今現在でもかなり高い比率でスポーツが

好きだと答えておられるのを、あとこれを

９０％までぐらいまで引き上げていくと。

人それぞれスポーツ・体育が苦手だったり

得意だったりというものがあるんだけど

も、それを引き上げなければならないとい

うその意味合いというのがちょっと私は

わからないんですが、その点の考え方も一

緒にお聞かせいただけたらと思います。 

 それと、やはり人的配置というのが、ず

っと教育委員会を含めて学校現場でされ

ておられます。いろいろな交付金や補助金

を活用しながら、学習サポーターであった

り読書サポーターであったり、ＳＳＷやＳ

Ｃであったり、いろんな非常勤、時間は非

常に短期でありますけども、やられている

んですけど、本当の学力とか生活の安定に

資するとなれば、やはり教職員の数をふや

し、一人一人の子どもに先生の目が行き届

くような少人数学級に踏み込まざるを得

ないと私は思いますが、この機会に少人数

学級の取り組みをきちんと目標に掲げて

取り組んでいくことを求めたいと思いま

すが、その点もお聞かせいただきたいと思

います。 

 最後の項目の産業の分野ですね。 

 先ほどもご紹介しましたけども、摂津市

の場合は大きな会社から個人事業主まで

たくさんあります。地方の都市や町や村で

人口をふやしているところでは、やっぱり

地域の中で、お金の使い方も含めて、財政

権限というものがより狭い範囲、地域の中

で決定をし、そこで生かしていくというこ

とが例として挙がってきたりしているわ

けなんです。 

 ちょっとその辺の例もまた研究したい

と思うんですけども、同時に個人事業主さ

んとか商店、中小零細企業がまちの中で日

常的にその地域で活動されておられるわ

けですので、災害時であったりコミュニテ

ィーであったり、いろいろな場面でそうい

った事業主の方々の存在というのが大き

いんだというふうに思うんですが、中小零

細業者に対する施策というのはどのよう

に考えておられるのか、お聞かせをいただ

きたいと思います。 

 小規模企業振興基本法というのが一昨

年できましたね。これは、今までの中小企

業振興法、法律の名前は正確でありません

が、これまでの中小企業支援のための法律

とは違って、個人事業主、５人以下の商店

なども含めて、事業を持続できるように支

援をするという新しい見方も込められて

いるものだと思うんですね。 

 そういう点でいうと、この小規模企業振

興基本法に基づいて小規模中小企業振興

条例のようなものをしっかりつくって、小

規模事業者、零細企業、中小企業に対して

の具体的な手だてを打っていくことが求

められると私は思いますが、その点のお考

えと、現段階で、いやいやこういったこと

をやっていますよということがありまし

たら、ご参考にお教えいただきたいと思い

ます。 

○三好義治委員長 川西課長 

○川西政策推進課長 ただいまのご質問

についてお答えいたします。 

 まず、総合戦略の中で地方と都会の人の

流れについてどういう認識を持っている

のかというお問いでございますが、まず国

のほうが示した総合戦略の策定の手順と

いう冊子がございます。その中ではっきり
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書かれていて、説明会等でおっしゃってい

たものなんですけども、今、現に地方は疲

弊していると。人口が減っていっていると。

消滅都市という言葉もよく聞かれるよう

になったと。その中で、都会はそれでいい

のかというたら、決してそうではなくて、

地方の都市がどんどん疲弊して人口が減

っていって、その流れはやがて地方から都

会へというふうに必ずや波及するであろ

うと。日本全体を巻き込んで、日本全体が

活力を失うと。人口がどんどん減少化して

いくと。こういう大きな流れをとめようと

いうことで総合戦略を国のほうが先導し

て、各地方もつくりましょうということで

今動いております。 

 したがいまして、総合戦略の中身を見れ

ば、地方都市と、それから都心部ではなか

なか取り組み内容が随分異なると思いま

すが、大きな流れとしては、地方だけが疲

弊していくのは決してよくないと。都会に

も必ずこの流れは、放っておけば巻き込ん

でいくという、そういう流れにございます

ので、そういう危機感を持ちながら都市部

も地方もつくりましょうということでご

ざいます。 

 そうしまして、次のご質問、交付金のこ

とでございます。加速化交付金、今現に申

請２件しておりますが、その中で先進的と

いうキーワードが国のほうから求められ

ております。 

 具体的にこの先進的というのはどうい

うことだろうというお問いだったと思う

んですけれども、まだ、なかなか我々も申

請出して通るかどうかわからない中での

お話で、実際それを審査される官庁のお立

場になって考えましたところ、やっぱり先

進的というのは独自性がある、ほかの自治

体とはちょっと違う、摂津市ならでは、そ

の自治体ならではの取り組みが先進的と

解釈されるのではないかというふうに考

えております。 

 あと、続きまして総合計画の改訂版、今

回つくりますけれども、この中で協働とい

うキーワード。前回、平成２３年度の策定

当時はいろんな懇談会を立ち上げたり市

民の方にインタビューされた中でつくっ

たのに、今回はというお話でございました

けれども、前回、確かに策定当時、いろん

な方にお話をお伺いしたり、懇談会、いろ

んな会を持ちましてご意見を頂戴しまし

た。その中で活字となってあらわれたもの

が基本姿勢のところであります「住み続け

たいまちをつくります」であったり、「安

心を実感できるまちづくりをします」「ま

ち育てという新しい発想で取り組みます」

「摂津らしさ、強みを生かします」、この

あたりが活字として浮かび上がってまい

りました。 

 その結果、「みんなが育むつながりのま

ち摂津」というところに行きつきました。

この理念なんですけれども、これは決して

５年やそこらで揺らぐものではないと考

えております。 

 １回目にご説明いたしましたとおり、今

回の改定、我々の考え方は年次修正でござ

います。社会状況の変化に応じた部分、変

化してしまった部分は修正しますよと。

我々の考え方といたしましては、この総合

計画はあくまでも５年ででき得るもので

はなくて、１０年一括で、もう１０年単位

で見るものでございます。そういう意味で、

ここまで基本構想の策定に当たったとき

のようなインタビューであったりは、今回

は考えておりませんでした。また、策定者

に直接意見を聞くべきというところも、今

回は考えておりません。 
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 そのかわり、市民の意見とか市民のお考

えを問うというところ、お考えを聞くとい

うところは非常に大事な部分でございま

す。市民の意識調査、去年の夏にアンケー

トをとりました。回答が、市内在住の方で

１，９９９件。その中で自由意見を書いて

おられた方が半分の約１，０００件。もう

パブリックコメントするよりも相当多い

数のご意見を頂戴していますので、そこの

部分を我々が読ませていただいた上での

今後の具体的な内容のところを書かせて

いただいていますので、随分その部分では

大きく市民の声も入っていると私は考え

ております。 

 また、市民意識調査の中で、市民参画、

協働のまちづくりのアンケートがござい

ました。数字的には、委員おっしゃるよう

に、余り協働のまちづくり、数値的には低

い数値が出ております。これは非常に残念

なことで、今後力を入れていかなければな

らない分野と考えておりますが、なかなか

今言うて今すぐ、市民風土であったりする

部分もありますので、そうそう毎年毎年格

段に上がっていくものではないとは思い

ますけれども、着実に進めていくつもりで

ございます。 

 具体的にどういうふうにということで

したら、市民参画推進の手引きというのを

つくります。その中で、例えばこういう審

議会で市民の一般公募をしていますよと

か、パブリックコメントがこういう形で、

こういう手続を踏んで市はやっているん

ですよとか、何らかの手続的なものである

とか、市民に対して市民参画であったり協

働を呼びかけるようなものをつくってこ

れから発行してまいりますので、そのあた

りの広報に力を入れたいと考えておりま

す。 

○三好義治委員長 大橋参事。 

○大橋市長公室参事 加速化交付金とし

て申請をしている非常勤職員任用事業に

ついてご説明申し上げます。 

 障害者の雇用を安定的かつ積極的に進

めるということと、さらに本市での業務経

験を踏まえて民間企業への本格的な就労

へ結びつけるということを大きな目標と

しているものでございます。 

 一つの執務スペースを設けまして、障害

のある非常勤職員を複数任用して、そこで

業務についていただくということになる

んですけれども、そのときに障害をお持ち

の非常勤職員を支援、指導する立場の非常

勤職員も同時に任用して対応していくと

いうものでございます。 

○三好義治委員長 暫時休憩します。 

  （午前１１時４８分 休憩） 

  （午後０時５９分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 答弁を求めます。 

 土井次長。 

○土井都市整備部次長 それでは、都市計

画道路廃止後の整備についてのご質問に

お答えさせていただきます。 

 都市計画道路の廃止につきましては、社

会情勢の変化に対応するために都市計画

道路の見直しの基本方針が作成されまし

て、平成２６年２月に大阪高槻線と千里丘

正雀一津屋線の全線廃止が行われたもの

でございます。 

 これらの府道につきましては、廃止前か

らも現道の安全対策について要望を行っ

ており、都市計画道路の見直し時におきま

しても、大阪府に対しまして道路管理者と

して安全対策を進めるよう要望を行って

まいったところでございます。 

 今回、都市計画道路の廃止によりまして
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計画的な拡幅整備という見込みはなくな

ったものでございますけれども、大阪府に

は府道の管理者としての責務がございま

すことから、歩行者の安全確保、また危険

箇所の改善等につきまして、引き続きまし

て道路管理者であります茨木土木事務所

に対しまして要望を行ってまいりたいと

考えております。 

○三好義治委員長 山本次長。 

○山本土木下水道部次長 それでは安藤

委員の２回目の質問にお答えさせていた

だきます。 

 市道の老朽化に対する補修のペースが

上がるのかというお問いでございました

けれども、今年度平成２７年度から来年度

に向けましては、約１．７倍の補修予算が

ついてございます。１０年前、平成１７年

度からいきますと４倍以上の額がついて

おります。１００％ではございませんけれ

ども、工夫をしながら補修に努めてまいり

たいと考えておるところでございます。 

 公共交通についてでございますけれど

も、路線バスといたしまして、本市には阪

急バス、近鉄バス、京阪バスも通ってござ

います。特に京阪バスはまだ新しいですけ

れども、その際に新たにバス停を設けるな

どいたしまして乗降客がふえたと。ふえた

ことによって便数もふやされたと。また最

近ではロケーションシステムなどを導入

されまして、実際はバス停につけるもので

はなくて、スマートフォンからどういう状

況になっていますよというようなことも

導入されて、そういう運行の向上をされて

るというふうにも伺っておるところでご

ざいます。 

 公共施設巡回バスにつきましては無料

でございまして、施設を回るということで

施設利用者を出すべきではないかという

ふうにおっしゃってたんですけれども、あ

くまでバスでございますので、バスの乗降

客数、それが全て施設に行かれるわけでは

ございません。その施設には着きますけれ

ども、それを使いながら買い物に使われた

りということもございます。 

 市内循環バスにつきましては、これは路

線バスでございます。ただ、路線バスであ

りますけれども乗降客が少ないというこ

とで、採算性をもちまして市のほうで補助

を出しながら何とか運行させていただい

て、またルートを変えることによって乗降

客もふえて安定も保てるんではないかと

いうふうに考えているところでございま

す。 

○三好義治委員長 小林参事。 

○小林次世代育成部次長 保育所の待機

児童に関する２回目のご質問に答弁させ

ていただきます。 

 現在の待機児童の数でございますけれ

ども、１月１日現在１５４名となっており

ます。待機児童数のカウントについては、

育休復帰を希望されている方や求職中の

方が中心でございます。２８年４月時点で

の待機児童の見込みでございますけれど

も、４月当初は単純に５歳児の卒園される

方の人数分が入所可能という考え方の下

となります。現在、入所の受け付けをさせ

ていただいておりますけれども、第１希望

で希望される保育所だけでなく、第２、第

３希望の保育園等も紹介させていただい

ておるところでございます。 

 現時点で確定はしておりませんけれど

も、４月当初は平成２７年４月当初３７名

でございましたけれども、それを若干下回

る数字で待機児童が発生するのではない

かというのは予測でございます。少しでも

多くの方が入所できて、当初からの待機児
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童が少なくなるよう努力しているところ

でございます。 

 待機児童解消に向けました４年間の具

体的な取り組みでございますけれども、１

回目にも答弁させていただきましたけれ

ども、民間保育園の協力であったり、待機

児童の多い０歳から２歳児を対象とした

小規模保育事業所の開設、こういったもの

に大きな期待を寄せているところでござ

います。 

 本市の待機児童の特徴といたしまして

は、やはり安威川以北の保育所入所を希望

される方が多くおられる中で、安威川以南

の地域では、年齢によっては若干比較的余

裕のある園もございます。以南の民間園で

はワゴンタイプの小型バスで送迎をされ

ているといった事例もございますし、他市

においても定員に余裕のある園への送迎

など行っておられる例もございます。情報

収集等に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 公立保育所は、委員もご承知のように、

建てかえに対する補助が廃止されている

現状の中で、公における保育の量の確保と

いうのは難しい面もございます。今後も摂

津市保育連盟等と連携する中で、さまざま

なアイデアを出しながら待機児童の解消

に努めてまいりたいと考えております。 

○三好義治委員長 木下課長。 

○木下子育て支援課長 それでは子ども

の貧困対策につきまして、お答えさせてい

ただきます。 

 国のほうにおきましては、この子どもの

貧困対策を具体的に進めるために、子ども

の未来応援国民運動を提唱いたしており

ますけれども、その中で子どもの発達成長

段階におけるつなぎ、また教育と福祉のつ

なぎ、それから関係機関や地域でのつなぎ

などが重要であるというふうに記載をさ

れております。 

 また、大阪府におきまして昨年策定をさ

れました大阪府子ども総合計画におきま

しても、子どもに最も身近な社会である家

庭を支援し、社会全体で子どもの貧困に対

応していくというような記載がなされて

おり、個人給付の流れではなく、国や府に

おいても総合支援対策の流れというふう

になってきております。 

 総合戦略におきましても、そのような流

れで記載をさせていただいてるところで

ございます。具体的には、先ほど部長のほ

うからもご答弁申し上げましたように、保

育所の待機児童対策でありますとか、就労

支援でありますとか、また子どもの学習支

援、それからスクールソーシャルワーカー

などについて記載をさせていただいてい

るところでございます。 

○三好義治委員長 前馬部長。 

○前馬次世代育成部長 それでは確かな

学力の育成、豊かな心、健やかな体の育成

に関わって、ＫＰＩとしてふさわしいかど

うかのご質問にご答弁申し上げます。 

 まず、学力調査でございますが、学力調

査ではかれる学力というのは学力の中の

一部のものであると、それは認識いたして

おります。学力というものは幅広いもので

ございまして、その全てを学力調査で測定

できるものではございません。 

 ただし、知識、技能の定着、あるいは活

用力等の定着の度合い、これは一部はかれ

るものでもございます。 

 はかれるものという中で数字を上げて

いくということは、決して間違った方向で

はない、そのように考えております。した

がって全国の平均に近づけていくという

ことをＫＰＩとして掲げることは、私とし
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ては方向としては間違ってないのではな

いか、そのように捉えております。 

 ただし、学力調査の数字そのものがひと

り歩きして、例えばランキングであるとか、

学校間の格差等、それを強調するような使

われ方をすることは私は問題であると思

ってます。 

 そういう意味で、教育委員会のほうでは

これまでも学力調査の結果公表について

は慎重に行ってきたところでございます。

そのような取り組みを今後も続けてまい

ります。 

 それから、学校に行くのは楽しい、ある

いは自分にはよいところがある、それから

運動やスポーツをすることが好き、このよ

うな回答をした児童の割合をＫＰＩとし

て掲げるのはいかがなものかということ

でございましたが、学力を下支えするもの

として、子どもたちの関心・意欲・態度が

あるのではないかと考えております。本市

の児童、生徒の状況でいいますと、関心・

意欲・態度、これは学びだけではなく、生

活そのものへの関心・意欲・態度が大変低

い、このような状況はさまざまな調査から

も明らかでございます。 

 そのような中で少しでも子どもたちが

いろいろなものに興味を持たせたい、関心

をもって意欲的に取り組ませたいという

思いは、学校現場の願いでもあります。そ

ういったことから、ＫＰＩとして掲げてお

りますが、決して恣意的にこれを操作して

数字だけ上げようと、そのようなことはい

たしません。これは断言いたします。 

 最後に、人的配置こそ本当の学力の安定

につながる、目標として掲げるべきではな

いかということのご質問でございますが、

確かに少人数の学級というものは子ども

たちの安定した学びには重要であるとそ

のように考えております。現在、国のほう

で義務標準法での学級定数の改正は小学

校１年生でストップしたままでございま

す。そのような状況から、例えば教育長協

議会等での要望というのは毎年続けてお

りますし、今後も続けてまいります。公教

育でありますから、全国的に公平な教育環

境を保証するということは重要でござい

ますし、国の責務であると考えております

ので、今後も働きかけを続けてまいります。 

○三好義治委員長 山田次長。 

○山田生活環境部次長 それでは産業振

興にかかわりますご質問に私のほうから

お答えさせていただきます。 

 委員がご指摘のとおり、中小零細事業者

の活動というのは地域コミュニティの活

性化にとって非常に重要なものであると

認識しております。 

 そのような認識のもとで今回のこの総

合戦略におきましても、基本的方向という

中で中小企業の経営力の向上による産業

の活性化が重要なものということで位置

づけております。 

 その中で具体的な取り組みといたしま

しては、従来から中小企業診断士等の専門

家を派遣するであるとか、あるいは中小企

業向けの研修会への補助でありますとか

を実施しておりますが、今力を入れており

ますのが、一つには商業団体や金融機関と

連携しながら販路拡大ということで、ビジ

ネスマッチングフェアというような機会

の提供、それから新たな創業を支援すると、

こういったことに力を入れております。 

 具体的な事業ということで今言いまし

たビジネスマッチングフェア、それから多

くの企業や顧客が集まるような各種展示

会への出展料の補助でありますとか、創業

の支援のセミナーでありますとか、そうい
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ったことを行っておりますし、また商業者

の方々がいろんな創意工夫をされて事業

を展開されるという場合にも商工業の活

性化の補助金の適用というようなことも

しております。 

 それから中小企業の事業拡大、事業の継

続ということを支援するために、これも金

融機関と連携してということなんですけ

れども、資金融資の拡充ということも図っ

ていくこととしております。 

 先ほどのご質問の中に小規模企業の振

興に関する条例化ということもあったか

と思いますが、現在いろんな事業につきま

しては総合計画とか総合戦略、また産業振

興アクションプランに基づいていろんな

事業をしておりますが、これはいずれもも

ともとあります中小企業基本法でありま

すとか、新たにできました小規模企業振興

基本法、これらの趣旨に沿っていろんな事

業展開しておりますので、これは条例の設

置あるなしにかかわらず、今後もこういう

趣旨に沿った事業を展開してまいりたい

と考えております。 

 この数値目標について、先ほど大規模に

集約されると数字が伸びるんではないか

というご指摘もございましたけれども、私

ども考えておりますのは、今言いましたよ

うな中小企業の経営力の向上に伴って、そ

れぞれの製造品の出荷額でありますとか

商品の販売額が伸びていく、増加していく

と、そういうことを目指したものでござい

ます。 

○三好義治委員長 安藤委員。 

○安藤薫委員 最初の、今の地方の人口減

少、地方の経済や地方社会の疲弊、その現

状認識についてなんですが、なぜ地方から

人口が減っていくのかというところがよ

くわからないんですね。地方が減ってるも

のはいずれ都会にも波及してどんどん全

体に減ってしまうよと。でも人口減少とい

うのは、自然発生的なものではないと思う

んですね。やはり何らかの政治的な活動で

あるとか、恣意的な経済活動の結果、人口

移動というのがもたらされて、かつて高度

経済成長時代には東京という大消費地、情

報の集まる東京にどんどん働き場を求め

て人が集まっていったということもあり

ました。それだけがいまだに続いているの

か、どうなのか。それぞれの地域の中での

経済活動が何もなかったのか、どうなのか。 

 その辺きちんと共通の認識に立たない

とだめなんではないかなというふうに思

ってるんですが、そもそもこの地方創生、

ローカルアベノミクスと言われている、こ

の担当されてる地方版総合戦略ではあり

ますが、もともと東京一極集中や人口の地

方の減少を加速化させてきた。その原因と

いうのをやはり国の政治の誤りがあった

と僕は思っています。 

 例えば、構造改革路線で派遣労働が拡大

されて雇用破壊が進みました。正社員にな

れない若者が、今半分ぐらいいてるという

ことで、低賃金の中で、不安定雇用の中で、

若者があえいでる。若者だけではありませ

ん。というような状況が生まれています。

その中で高齢化に対応するということな

どを理由にして、社会保障も自然増部分さ

えも削っていく、切り捨てなども行われて

いく中で、住民の暮らしというのはどんど

ん、雇用者報酬そのものが１０年余りで何

十万も落ち込んでいるというような実態

がそういったことをあらわしているかと

思うんですね。 

 そうすると地域で経済の６割が個人消

費だと言われておりますが、個人消費を支

えている個人の購買力がこれだけ地域経
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済や個人の生活が苦しくなってることで、

消費をけん引するべき若い人たちの生活、

所得も落ち込んでいる下、購買力の低下は

地域経済の当然低下につながっていきま

すから、仕事は地域ではなかなか発展しな

いどころか商店はどんどん廃業に導かれ

ていくと。今までの流れをさらに加速化さ

せてきたという政治的な問題があるんで

はないかと、一つにあります。 

 一方で、大きなグローバル企業であると

か大企業については、安倍首相が世界で一

番企業が活動しやすい国にする、このよう

に宣言されまして、あらゆる規制緩和を撤

廃していく。ＴＰＰ交渉を締結していく方

向で食の安全であるとか農業であるとか

医療とか、地方自治そのものもグローバル

企業の利益のためにこれが侵されていく

というような状況も生まれていて、富や収

入は大企業や一部のグローバル企業にど

んどん集中していってると。 

 その中でさらに異常な金融緩和と財政

出動をやるアベノミクスによって、マクロ

的に言えば、全体で言えば経済的には景気

はよくなったかに見えるけども、実態は格

差がどんどんどんどん広がるばかりで、株

の乱高下で行き場を失った大企業のお金、

金融機関のお金が、投機筋に流れていって、

それが世界全体、日本の経済、またそれに

不安定さを及ぼしていくと。ここにはその

上に消費税の増税と大企業に対する法人

税減税がありますから、格差がどんどん広

がっていく。政策的な誘導が東京一極集中

ですね、東京に本社のある大企業やグロー

バル企業に集中していくと。その流れが今

の地方からの人口減少であり、格差の拡大、

東京一極集中になってるんではないかと。

そこをしっかり押さえずに、国からみずか

らの政策の失敗はほおかぶりして、地域は

地域の責任で人口ふやす努力をしなさい

と、いついつまでに決めたらお金は出して

あげますというようなやり方、非常に乱暴

だと私は思ってます。これは私の意見です

ね。 

 そういった認識までには立たないまで

も、そういう格差を広げていくような政策

誘導によってつくられてきた人口の減少

であるならば、それに対抗した地方の地方

創生、地域再生の案を練らないといけない

んではないかなというふうに思っており

ますので、その点、もう一回どう思われる

か、公室長、ご答弁いただけないでしょう

か。 

 地方でもかなりやはり摂津市も頑張る、

特に大都市に近い強みのたくさんあるま

ちでもありますから、地域の特性を生かし

て頑張っていくことによって、前進できる

というふうに私は思っているのは、やはり

中山間地とかでも人口増を勝ちとってい

るまちがたくさんあるんですね。ああいう

国のそういう政策誘導に対抗するといい

ますか、地方の強みを生かして頑張るとい

うようなことで人口をふやしていって、若

い人をふやしてるような地域があります。 

 ちょっと先ほど中途半端だったんです

けど、例えば宮崎県の西米良村とか綾町、

島根県の海士町とかいう、非常に中山間地

であったり離島ではありますけれども、独

自の路線で人口維持されているんだそう

です。地場の産業であるとか、若い人を農

産物の収穫時期に体験農業ということで

１か月ほどとどまっていただいて、そこで

まちのよさを知っていただく。当然そこに

定着していただくための暮らし、生活を支

えるための手だてをしっかり打つという

ことで、出生率自体も１から２台に上がっ

ているんだそうです。小さなまちであれば
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あるほど、対策がすぐに効果としてあらわ

れてくるんだと思うんですけれども、摂津

のように大都市圏には近いけれども８万

５，０００人という、小さなまちだからこ

そできるような手だてというのは、いろい

ろ考えていけばあるんだと思うんです。 

 先ほどの工業生産額のＫＰＩですか、従

業員一人当たりの数字、これはいろいろお

っしゃいましたけども、やはり会社として

はありだと思うんですね。生産効率を上げ

ていくという意味では。これ大事な指標だ

と思うんですけども。我々摂津のまちのＫ

ＰＩとしましたら、会社ものの生産効率が

上がったことと、そこで働く人たちの所得

が上がり、地域経済に波及をし、地域の中

小零細企業の仕事がふえる、働く場がふえ

る、これが目的にしなければ、非常に効率

化、集約化の中に国の政策誘導の中に埋ま

ってるようなものになるんではないかな

というふうに思ったりしております。ぜひ

一度、見解をお聞かせください。 

 ちなみに新潟県の上越市、静岡県の掛川

市などでは、先ほども言いましたけど、地

域の財源をより小学校区域などのような

小さい単位の中で地域の人たちを巻き込

んだ形でハード面、ソフト面でも財源とそ

の行使の権利を与えることによって、地域

を活性化させている取り組みというのも

あるというふうに聞いてます。一度またぜ

ひご検討や調査もしていただきたいなと、

私も調査したいと思うんですけども、そう

いう取り組みも必要ではないかなという

ふうに思います。その辺のことも含めて見

解をお聞かせいただけないかなと。公室長

のほうからお願いできますか。 

 協働についてです。先ほども申し上げま

したけども、パブコメであるとか、市民の

意見を聞く姿勢というのをやはりきちん

ともう一回見直していって、いろいろ今の

状況の変化に対応できるように、より地域

の方々の声を聞いて、市政に反映をさせて

いくような取り組みというのが必要だと

思うんですね。 

 基本構想は変わってないからお聞きし

ないというのではなくて、こういった皆さ

んが考えて練り上げていただいてつくり

上げられた基本構想の下で、基本計画、実

施計画が進められてきたけども、今こうい

う状態ですと、かなり社会状況も変わって

いる中で意見を求めるということは、あっ

てもいいんではないかと思いますし、逆に

インターネットであるとか公共施設にぽ

んと置いて、私でもこういった分厚い意識

調査が送られてきたら一瞬ちょっとたじ

ろぎます。それを置いてあるから、皆さん

こんな計画立てたから、興味があったら見

て、意見を出しなさいというようなことで

あれば、国からの上から目線で押しつけの

計画と何ら変わりがないと言われても仕

方がないんではないかなと思うんです。 

 総合計画基本構想をつくったときの十

分、不十分さはありますし、それが基本構

想にどのぐらい生かされたかどうかとい

うような意見の違いはあっても、そういっ

た経過を踏まえてきてつくり上げられて

きた総合計画でありますし、そういった実

践もされています。それをやはりパブリッ

クコメントでやったからとかいう形では

なくて、姿勢を聞きに行く、教えを請う立

場に立つぐらいの姿勢が必要ではないか

なと思うんですね。 

 なかなか集まらない、何も来ませんでし

たではなくて、例えば鎌倉で以前まちづく

り条例の視察に行ったときに、待ってても

来ないから職員の方々が街頭に出て、直接

話を聞く、街頭インタビューをやる、いろ
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いろな団体に出向いていって意見を聞く、

率直な意見交換をすることが市民の声を

聞くことになるのではないかなというふ

うに思っていますので、そういった姿勢に

ぜひ切りかえてほしいと、これは意見とし

て申し上げておきます。 

 とりわけ、政治的な立場の違い、いろい

ろありますけども、森山市長が年間通して

５００か所のいろいろな行事に参加され

るということは、僕は率直に言ってすごい

ことだと、非常に評価してるんです。そこ

へ行って市民の方と直接生の声を聞いて

くるという、こんなに市民の声を聞けると

いうことはないと思いますので、それを行

政、計画を立てる側、それを動かしていく

側、市民の皆さんと協働して物事を進めて

いく担い手である職員の皆さんがやれる

ようにするようにしてほしいと要望をし

ておきたいと思います。 

 それともう一点、協働の担い手について

ですけども、第５次行革では民間委託やア

ウトソーシング、手数料などの見直しとと

もに、さらなる職員の削減もうたわれてい

ます。職員は協働の担い手でもあります。

コミュニティの支え手でもあるし、つなぎ

手でもあると思うんです。何よりも災害時、

やはり最も頼りになるべき人たちであっ

て、公共サービスや公的な任務や災害時の

役割を担うその職員さんたちの数がさら

に減らされていくことによって、業務への

支障を、やる気・元気・本気という精神論

だけでは絶対にこれは補えないと僕は思

っております。その辺の考え方も教えてく

ださい。見解は聞いておきたいと思います。 

 道路と公共交通については、わかりまし

た。わかりましたといいましょうか、都市

計画道路、廃止された区間で、大阪府道、

いずれにしても府が管理してる道路であ

りますから、当然安全管理というのを強く

求めていただきたいですし、大阪府の総合

戦略の中にはこういう大阪府管理の生活

道路の改善というものは盛り込まれてい

ないんでしょうかね。幹線道路とか高速道

路だけでなく、やはり地域の道路について

の改善ですね、安全対策、強く求めたいと

思いますが、ぜひ引き続き取り組んでいた

だきたいと思います。 

 公共交通についても利便性をよくして、

市内どこへ行くにも、どの地域に住んでい

ても、格差のないような状況をつくってい

ただきたいと思いますので、これも要望を

しておきたいと思います。この１便当たり

の平均乗車数というのに加えて、便数、利

用者数などをふやす努力をしていただき

たいと思います。 

 子育て・教育にかかわってであります。

保育の待機児童についてです。現段階で１

５４名の待機児童がいる。これは新定義で

いうものですね。旧定義でいきますと２０

０人を超す、保育所に入っておられない方

がいるというのが現実です。子育てしなが

ら保育所に預ける。保育所に子どもを送り

届け、お迎えに行く大変さというのは、皆

さんも含めて皆同じような苦労をされて

きてる方はたくさんいらっしゃると思い

ます。二人、三人いれば二人、三人分の布

団を持って、自転車に乗せて通わなければ

ならないということですから、やはり職場

に近いところであったり、通勤に便利なと

ころ、第一希望のところに入りたいと、そ

のために待っているという人も含めてや

はり待機児童として位置づけて、その人た

ちも、年間通して保育ができるということ

がここに書かれているわけですから、そう

いう意味ではぜひさらなる努力をしてい

ただきたいと思うんですが、その努力、い
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ろいろな努力をしていただいてるんです

が、先ほども言いましたように民間の保育

所さんだけに施設運営や施設の定員増を

任せておいて大丈夫なんですかというこ

となんです。 

 きのうも報告されましたけども、この３

月末で廃止される市立正雀保育所がまた

残るわけですね。プロポーザルで落札され

た事業者ができなくなったということで、

ここに及んで保育所の子どもも、もちろん

担当者の方もそうだと思うんですけども、

子どもや保護者にとってみたら、大変不安

を覚えるものです 

 この事業者は市内でも幾つかの保育施

設を運営されておられますし、摂津市の子

育てや老人福祉の分野においては老舗で

あって、今までも摂津市と連携をとりなが

らやってこられた事業者だけに、非常に驚

きとともに、一体何が起きたのかというこ

とは今後の調査にも譲らなければならな

いんですけども、今後、社会福祉法人でこ

うですから、例えば小規模保育で株式会社

が参入されてきます。民間保育所でも今後

株式会社が参入されてくる可能性もなき

にしもあらず。株式会社というのはやはり

利益を追求するのが至上命題であります

から、経営の悪化によって突如として閉園

をする。かつて関東地方でもこういった問

題が起きましたけども、こういう可能性も

はらんでいるわけですね。 

 子どもと子育て世代の人たちの不安や

混乱を招かないようにということで、いろ

いろなこれからの苦労も努力もしていた

だかないといけないんですけども、こうい

うときこそやはり公的保育の責任という

のをもう一回見直さないといけないん違

うかと思うんですね。 

 どんどん公立保育所がなくなってきま

した。摂津保育所も民営化され、正雀保育

所も民営化する直前で中止というか延期

というんでしょうか、になっておりますけ

ども、本来保育というのは公的な責任で、

かつては措置をするという言葉が児童福

祉法の中ですね、保育にかける子どもさん

を行政がしっかりと保育をする責務があ

ったわけです。法律が変わったからといっ

て、そういった責任までなくなってるわけ

ではありません。民間のいろいろな努力や

協力を得ながらも、やはり公的な保育所が

下支えをしないと、こういった不測の事態

のときに対応が非常に困難になっていく

ことになるんではないかと思うんです。 

 事業所内小規模保育所で医誠会の中に

あった保育所も、認可された翌年に事業所

の都合によって閉園されましたね。その後

の対応はきっちりしていただいてるとい

うふうには聞いておりますけども、事業所

内の経営であったり、株式会社の保育所と

いうのは、やはり経営が一番ですから、経

営状態によったら突然閉園になったりす

るということが出てくる可能性があるわ

けですから、そこに頼りきっていれば、保

育所の定員をふやしていく、待機児童をな

くしていく、公的責任を果たせなくなるん

ではないかというふうに思います。見解を

伺いたいと思います。 

 子どもの貧困対策については、経済的な

援助が子育て世代が強く求めているとい

うことで、今後も要望しておきたいと思い

ますが、これは意見として申し上げておき

たいと思います。 

 例えば就学援助であるとか、保育料の減

免、今回保育料の減免も拡大されておりま

す。例えば給食費の援助であったり、無償

化、さまざまな自治体で取り組まれており

ますので、ぜひ検討していただきたいと思
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います。よろしくお願いします。 

 教育の分野です。これ以上は言いません

けども、やはりその平均正答率を目標にす

ることによって、おのずとやはりそこに向

けて頑張ってしまうんだと思うんです。特

に教育フォーラム、毎年出させていただい

て、若い先生たちのいろいろなディスカッ

ションなど聞かせていただいてると、すご

い熱意もあるし、真面目ですし、力もおあ

りだと思うんです。 

 どうしてもこの子たちにいい結果を出

させてあげたい、達成感を味わわせてあげ

たい、それが数値目標だということになれ

ば、それに向けてやはりどんどん教育内容

が特化していくおそれがあるんではない

か。いい結果を残してあげたい、特にチャ

レンジテストの場合なんかでしたら、その

子の人生にかかわってくるわけですから。

そうすると、以前はやらないとおっしゃっ

ていた過去問題集をやってテスト対策に

時間をとると。本来の学力向上と違う分野

に今だんだん力がシフトしていってるん

ではないかというような危惧の声が上が

ってるんですね。 

 同時に、それどころではないという学校

の現場もありますね。保護者の方々がやは

り学校に求めてるのは、安心して安定して

落ちついた環境で学んだり遊んだりでき

るようにしてほしいというものも、私は大

きいんではないかなと思うんですが、そう

いう点から考えたら、平均点云々というこ

とよりもやはり少人数学級のための職員

をふやすということに踏み出していくこ

とが必要だと。 

 もちろん、国に対して発言をしていって

求めていくということもお願いしたいん

ですが、なかなか国のほうが現実問題、小

学校２年生まで拡大すると以前言ってい

たのが、小学校１年生でまだとどまってい

る現状の下で、それを待っていて果たして

いいのかということで、失われた１０年、

失われた２０年と経済ではよく言われま

すけども、子どもの１０年、２０年は本当

に大きな期間です。一番大事な期間だと思

うんです。まちの大きさなど規模の問題も

あるかと思いますけども、高槻市などでは

市独自での職員採用やって、少人数学級を

実施していると、効果もあるというふうに

聞いております。 

 摂津市の小学校、中学校の今のクラス数、

それから児童生徒数から見てみますと、今

１年生、２年生、３５人学級されてるのに

加えて、小学校３年生から中学校３年生ま

で、３５人学級で計算し直しますと、私の

計算では１１学級、市内でふえるんですね。

１１学級の分だけの教員が必要になって

くる。１人当たりの先生の給与がどのぐら

いになるかわかりませんが、お金の使い方

という点では非常に有効な使い方で、これ

は摂津市の強みや弱点を克服する、強みを

伸ばしていくという施策としても、具体的

な施策としても、ＫＰＩを達成していく上

でも、有効な手だてだと思うんです。その

点の考え、もう一回お聞かせください。摂

津市独自の取り組み、少人数学級に踏み出

す取り組み、もしくはそれを阻む原因など

がありましたら、お教えください。 

 企業が元気でいきいきという産業の活

性化です。産業のまち摂津で、産業が中小

から大企業から、みんなが元気になる。そ

れから同時にそこで働く人たちも元気に

なる。まちにお金を落とすと。地域の中で、

外から呼び込み型の開発での人口増とい

うのは一時的には効果ありますけども、長

期的には限界があるというのは、この人口

ビジョンを見てもはっきりしているわけ
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です。 

 やはり持続的に地域を活性化する、産業

が活性化していくというための手だてを

とっていくための施策をぜひお願いした

いと思うんですが、先ほど紹介した小規模

企業の基本法、中小企業振興条例、摂津市

でつくって具体的に事業者の人たちの声

を聞いて、その人たちにマッチした支援を

行っていくというようなことを含めて、今、

働く人たちの労働条件そのものも非常に

問題があると言われていて、とりわけ公共

サービスや公共事業や資材の調達をする

上で、ダンピングによる不当な廉価競争で

あったり、逆に不当な入札妨害であったり、

いろいろな問題が起きかねないような事

態にもなってきているわけですが、または

入札不調が起きたりとか、いろいろな混乱

が起きつつあると思うんですけども、せめ

て公共事業を発注した先の受注企業で働

く人たちの労働条件、これが廉価競争、低

価格競争の影響が一番そこにしわ寄せさ

れてしまうということが今問題になって

るんではないかということで、幾つかの自

治体で公契約条例というものがつくられ

ております。公共事業であれば、受注した

企業もしくはその下請、または孫請、ひ孫

請、重層下請の慣習がまだ日本には建設業

界たくさんありますが、現場で働く労働者

の賃金が限りなく低いというような状況

を変えていくために、公契約条例によって、

発注者の行政と受注者の企業とで約束事

を交わすというための条例だということ

なんですね。 

 実際、そういう公共工事を発注した先の

工事を、実際に工事をやっている労働者の

方々にどのぐらいの賃金が払われている

のかというような調査というのはされた

ことがあるんでしょうか。または例えば民

間委託をしていたり、業務委託をした先の

事業者が雇っておられるパートの方であ

るとか、派遣を雇っておられるかもわかり

ません。そういうような人たちにどういっ

た給与体系、きちんとした適正な賃金が払

われているのかどうか、そういったところ

までの調査はされたことがあるでしょう

か。 

 どうも調べたところによると、例えば公

共事業の予定価格を決めるときには、公共

事業の労務設定単価というのがあって、労

務設定単価の６割とか７割台の賃金で働

いてる方が非常に多いということなんで

す。公契約条例をつくって、それを適用さ

せていくことによって、労務単価の９割以

下にはしてはだめだよというような線を

引いて、しっかりと現場で働く人たちの適

正な収入を確保していく。または資材の調

達においては、安かろう悪かろうの品物で

はなくて、こういったものをきちんととっ

ていく。学校給食の食材なんかそういった

形になってるかと思うんですけども、それ

をきちんと規定をしていくことによって、

公共事業や公共サービスの質も高めてい

くし、適正な競争も進められていくという

効果があるというふうに言われているん

ですね。 

 その公契約条例というのは、全国では千

葉県の野田市を皮切りに、埼玉の草加市で

あるとか、高知市であるとか、いろんなと

ころでやられているんですけども、そうい

った検討をぜひしていただきたいと思う

んですけども。公契約条例についてのお考

えがありましたら、意見をいただきたいと

思います。 

 それから、仕事をふやさないといけない

と。労働者、働く人たち、個人事業主の方々

の所得をふやしていくということとあわ
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せて、市独自でも仕事をふやし、仕事をふ

やすことによってさらに地域内での資産

の循環が期待できるものとして何度も提

案をしたり質問をしたりしてるんですけ

ども、やはり住宅リフォーム助成制度とい

うものについて、やはり具体的に検討をし

てほしいと思うんです。これは１６年度の

交付金、地方創生の交付金のメニューの、

パッケージの中にも、住宅リフォーム助成

制度、それを活用して実施してる。大阪府

内でもやられてるかと思うんですね。市内

事業者に住宅のリフォーム、もしくは店舗

のリフォーム等を発注したら、一定の割合

で補助金を出すと。摂津市の支出の何十倍

もの工事が市内で起きる。それは特定のリ

フォーム業者にだけ利益が落ちるのでは

なくて、リフォームすることによって波及

してくるさまざまな裾野の広い産業にも

波及してくるということで、６００から７

００自治体ぐらいが今実施をされている。

この交付金にも該当するような事業であ

るとも聞いております。ぜひご検討をして

いただきたいと思うんですけども、その点

をお聞かせいただきたいというふうに思

います。 

○三好義治委員長 乾公室長 

○乾市長公室長 東京一極集中といいま

すか、あるいは地方の人口の減少と、そう

いったものには何か恣意的なものが感じ

られるというようなことでございます。 

 アベノミクスの話などをおっしゃいま

したけども、私も東京一極集中にはもとも

と官公庁とかあるいは研究機関、そういっ

たものが東京に集中しており、重要な情報

が東京に集まると。ほとんど集まってくる。

それを求めて企業がどんどん東京へまた

追いかけて集まってくる。東京に企業が集

まると、要は仕事がそれについていきます

ので、そこで働く労働者といいますか、サ

ラリーマンといいますか、そういった方が

どんどんついていかれる。つまり人口が集

まっていく。 

 そうなると、だんだんとその働く人々、

そこに住む人々のために、いろんなサービ

ス業、飲食業もそうですけども、そういっ

たいろんな事業が、裾野の広い事業が集ま

っていって、さらに暮らしやすさが増して

いく。そしてアミューズメントなんかもそ

こにたくさん広がって、ますます東京がひ

とり勝ちしていく。地方が負けていく。そ

ういったある種の連鎖を感じております。 

 こういった一つの東京一極集中といい

ますか東京のひとり勝ちに対して、いろん

な地方で独自の工夫をされて、人口の増加

を達成されたりとか、あるいは出生率の増

加を実現されたりとか、そういった自治体

もあるということでございます。 

 私ども摂津市におきましては、できるこ

とと言えばやはり可能な限り育児をどん

どん支援していく。育児支援ですね。これ

思い切り力を入れていく。そして教育とい

いますか、学力向上も思い切り全力で取り

組んでいく。そして仕事。仕事もふやす。

仕事の充実。そして当然そこに仕事がふえ

れば働きやすさも獲得できると思ってお

ります。 

 そういったことに加えて、暮らしやすさ

も実現することによって、現在非常に盛ん

に言われております都市間競争、これに摂

津市が勝ち抜いて、何としても人口の増加

といいますか、人口減少を抑制して、人口

をふやす。そして都市の発展を果たしてい

きたいと、こういうふうに考えております。 

 資料５に、総合戦略の仕事が、平成２７

年度、平成２８年度の具体的な事業がいろ

いろ書かれております。これは一例でござ
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います。今、安藤委員がおっしゃられた趣

旨を踏まえて、今後、補正予算もあり得る

わけですし、まだ何年もございますので、

その中で今言いましたように都市間競争

に勝てるような、あるいは人口増を果たせ

るような、あるいは摂津市の発展を図れる

ような、そういう施策を充実して、摂津市

が勝ち組になれるように頑張っていきた

いというふうに考えております。 

○大橋市長公室参事 職員数の定数削減

に関するお問いでございますので、お答え

をいたします。 

 職員定数の削減につきましては、効率的

かつ効果的な行政運営の実現のために推

進をしているものでございまして、業務・

セクションについて見きわめながら取り

組んでおるところで、今後についてもその

方針については変わってはおりません。 

 お問いの中で市民との協働・連携、それ

と災害時の対応的なことのお問いがあっ

たと思いますけれども、確かにこの問題、

職員数、職員らは個々一人、セクションに

関係なく職員は同じ職員でございますの

で、そのあたりの関係でございますけれど

も、この部分は摂津市固有の問題ではなく、

基礎自治体に共通する問題、課題であると

いうふうには思っております。 

 その中で例えば災害時の対応でござい

ましたら、既に業務継続計画、ＢＣＰ計画

等を策定して、必要職員数のシミュレーシ

ョン等をしている自治体というところも

ございますので、今後、本市においてもそ

ういう計画の策定の検討が必要になって

まいるというふうには思っておりますの

で、そういうことを踏まえながら、近隣市

というか、他市の状況も見ながら対応して

まいりたいというふうには考えておりま

す。 

○三好義治委員長 小林参事 

○小林次世代育成部参事 保育に対する

公的責務、役割等といったご質問だったと

思いますけれども、近年、保育・教育ニー

ズというのは多様化してきております。そ

のような中で迅速かつそれぞれのご家庭

に合わせた柔軟な対応というのは必要な

部分があろうかと思います。 

 ただ、本市を取り巻く財政状況、補助金

等の有無等の状況等を考えますと、やはり

民間活力等を行っていただいて、保育所等

の運営を行っていただくということは、待

機児童の解消また保育の量の確保、また子

育て支援の充実、こういったものにはつな

がっているものと考えておりますし、現在

までは一定の効果も生み出していただい

てると考えております。 

 保育の量の確保に加えまして、やはりも

う一方で必要なのは保育の質の確保だと

思います。 

 小規模保育事業所を、平成２８年４月か

ら１か所開設いたしますけれども、小規模

保育事業所は市の認可となっております。

そのために摂津市では家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する条例を制定して

おります。その中で質の確保を担保してお

りますし、また子ども・子育て会議の中に

は小規模保育事業所選定委員会というの

も設ける中で、事業所からのヒアリングを

実施するといったことで適切に運営され

ているかどうかといったフィルターも設

けているところでございます。 

 公立保育所の役割といたしましてはや

はり市全体の質の向上を図るためには、公

立保育所ならではの小学校教育との連携

であったり、企画・立案、さらには実践の

検証、他機関との連携しやすいといった特

性を持っておりますので、そういった長年
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培ってきました就学前教育、保育の部分に

ついてのノウハウを積極的に民間保育園

等に発信するといった役割を果たしてい

く必要があると考えております。 

 前馬部長。 

○前馬次世代育成部長 それでは、市独自

での教員任用による３５人学級実現につ

いての考えについてのご質問にご答弁申

し上げます。 

 例として挙げられた高槻市のように、市

独自で教員を任用して効果を上げている

市もございます。また大阪府内でも市独自

の任用によって３５人学級を推進してい

る、そのような自治体もございます。 

 その内容というのは、研究はしておると

ころではございますが、一方で大きな市、

小さな市によって、任用の厳しさが変わっ

てまいります。任用するに当たって採用選

考を行いますけれども、なかなか人が集ま

らない状況が発生してる市もございます。

また、学級数等の変動によって必要な教員

数が変わってまいります。そのため、任期

つきで任用するということが現実的な任

用の仕方になりますけれども、例えば１年

の任期で採用するといったときに、なかな

か手を挙げていただけない。そんな実態も

ございます。 

 現在、いわゆる定数内講師、欠員を講師

で補充する状況でございますが、小・中学

校平均しますと、昨年５月１日現在で１２．

４％、１０人に１人強の教員が定数内講師

の状況です。教職員人事で定数内講師を埋

めるという事務が本当に膨大なものとな

ってきております。さらには、産休・育休

で講師を配置する。病休で講師を配置する。

そのような事務を合わせますと、教職員人

事係は走り回ってる状況で、さらに本市独

自で任用するとなると、もう事務は追いつ

かない状況もございます。他市の例を研究

もしながら、どのような任用の仕方がいい

のか、研究を続けてまいりたいと思います

が、現状では市単独では、財政的なことも

考慮しまして難しいのではないかと考え

ておるところでございます。 

○三好義治委員長 山田次長 

○山田生活環境部次長 地域の中で仕事

をふやす、あるいは地域内での経済の循環

ということで、住宅リフォーム助成制度の

ご提案がございました。 

 それについてということなんですけれ

ども、例えばバリアフリーでございますと

か耐震といった特定の目的を持ったリフ

ォーム、住宅の改修ということについては、

それぞれ助成制度があるところでござい

ますけれども、いわゆるこの仕事をふやす

といった意味での住宅リフォーム制度に

つきましては、従来からご答弁申し上げて

いるように、個人の資産の形成につながる

ということでありますとか、効果が一時的

ではないかというようなこと、あるいは業

者選定におきましても、例えば市内の業者

に限定するのか、あるいは大手のところも

含めてなのか、それぞれ一長一短あるかと

思いますが、さまざまな課題があろうかと

いうことで、現在のところ実施の予定はご

ざいません。 

 それから、労働者の賃金でありますとか、

その条件等の把握をしておるのかという

ことでございますが、市として直接的にそ

ういったことを把握はしておりませんが、

例えば賃金のこと、あるいは雇用関係のこ

とで、悩みがある、問題があるということ

でありましたら、毎週一回定期的に労働相

談ということで実施しておるところでご

ざいます。 

○三好義治委員長 杉本部長。 
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○杉本総務部長 公契約条例の件につい

てのお問いがございましたので、私のほう

から。 

 公契約条例の前提どおり、まさにやはり

今の若い方たちが置かれている労働の環

境というのも十分に配慮しなくてはいけ

ないということはよくわかります。先ほど

も話題になっておりましたけれども、介護

離職とかそういう低賃金、劣悪な環境とか

ということが、先般の報道等が行われた悲

惨な事件が起こる遠因ということになろ

うかと思います。劣悪な環境の原因が市で

あっては困るというのは当然のことかと

は思います。 

 公契約条例というのは基本的に賃金で

あったり、雇用の質であったりと、これは

労働基準行政であったり、最低賃金であっ

たりといったことから規制をされるべき

ものであるというふうには考えておりま

す。 

 その中でもちろん市が直接雇用する職

員、これは十分守られているものと考えま

すが、市が発注する事業また委託している、

指定管理をしている、さまざまな方が今市

の関連の事業でお勤めでございます。 

 こんな中で全国的にも、多くはございま

せんけどもそういう、議員がご指摘の公契

約条例を制定して、労働条件ほどに一定の

歯どめをかけていくという手法を持って

おられるところございます。これについて、

我々も決して関心を持ってないというこ

とではないんですけども、一方でその手法

がいいのか、また先ほどの労働とか、労働

基準行政等のそっちのほうから行くのが

いいのかといったことは、議論のあるとこ

で、これは勉強させていただきたいと思い

ます。 

 また、契約に当たって労務単価等は当然

上昇すれば、その表がございますので、こ

ういったものを反映した設計の金額を積

み重ねておりますので、そういったことは

配慮しているつもりでございますけども、

ご指摘がありましたように市関係の契約

における労働単価というか賃金というか、

どういった手法でよりよい労働環境をつ

くっていけるのかといった研究をさせて

いただきたいと考えております。 

○三好義治委員長 安藤委員 

○安藤薫委員 総合計画「等」ということ

ですから、非常に範囲が広うございまして、

その中の一部をさせていただいているつ

もりなんですが、こちらのほうの発言ばか

りが長くなってしまってるようで、済みま

せん、それをまとめたいと思うんですけど

も。 

 公室長からもお話がありましたが、やは

り摂津市に定着していただくということ

は、このまちで安心して生活ができる。仕

事もあるし、好きな人ができたら結婚し子

どもを産み育てられる。老後もいろいろな

援助があって、隣近所とのつき合いもうま

くいって、人生を全うできるというふうに

思ってもらえるという、それは一番の基本

だと思ってます。その中で摂津市の特性が

今のプラス面、強みと弱みというものが分

析されたわけですから、子育て世代をどう

定着してもらうのか、それから若い層が非

常に２９歳ぐらいまででしたでしょうか、

１５歳から、いわゆる稼働年齢、労働人口

といわれる、中の若い層は、転入超過にな

って、その人たちが定着してもらう。特に

産業のまちですから、企業に勤めておられ

る労働者であったり、技術者であったりだ

と思います。 

 そういう人たちが摂津市にせっかく来

てくれて、摂津市の中で仕事をし、適正な
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収入も得られる、安定的な雇用もある、技

術を継承していくような動きもあるとい

うような状況であれば定着をしてもらっ

ていくことができるんだろうなというふ

うに思っておりますので、そういった面か

らもぜひ、あと協働の見直しもしていただ

きながら、協働の精神ですね、市民の意見

を聞くような努力もしていただくことを

意見として申し上げておきたいなと思い

ます。 

 小さなまちだけども小さなまちだから

こそできる、これは総合計画基本構想をつ

くっていく上で重要なキーワードにたし

かなっていたと思うんですね。そのキーワ

ードと協働という言葉は生きているわけ

ですし、それを生かしていただきたいなと

思いますし、他市の好例もぜひ研究もして

いただいて、具体的な施策に生かしていた

だきたいと申し上げておきたいと思いま

す。 

 ５次行革でいわれる職員の削減であっ

たり、退職者不補充による民間委託の拡大

であったりということについては、やはり

市の大事な役割を担っている、公的な責任

を果たしていく協働の担い手でもあると

いう点では、これ以上の職員削減というの

はやはりその仕事の内容であったり重要

性であったり、または摂津市の協働と摂津

の強みを生かしていく上で、もしくは弱点

を克服していく上で必要であれば、そうい

った職員削減という、退職者不補充という

ものを金科玉条にせずに、柔軟に対応して

いく。必要なところにはしっかりと人材を

投入していく。市長がおっしゃってました、

足らざるをしっかりと埋めるというとこ

ろが、どうも行革となるとその辺が何か足

りないような気が僕はしています。意見と

して申し上げておきたいと思います。 

 それから保育所についてです。追加議案

としても上がってきますから、公立保育所、

正雀保育所がまた条例の中に盛り込まれ

るということで民営化方針についてやは

りきちんと検証して、公的な施設運営と拡

大ということもやはり検討しなくてはい

けないと私は思います。これは私の意見と

して申し上げておきたいと思いますし、今

後のその混乱のないように、今後ちょっと

いろいろ年度末というか、年度当初、一番

不安や混乱が起きかねない関係者の方々

への配慮等、ぜひしていただくのと、この

事態の原因究明と責任の所在、それは時間

はかかるかもしれませんが、ぜひ明らかに

していただきたいと思います。待機児童の

解消に向けて引き続き努力していただき

たいと思います。 

 教育の分野で少人数学級のための職員

定数増についてですが、採用の困難さ、定

数内講師を埋めたり、もしくは産休や病欠

の欠員を埋めたりすることでも相当苦労

されておられるということも理解をして

おります。これは学校教員の採用や人事政

策のこれは大きな失政だと思いますが、だ

からといって摂津市の子どもたちが今学

力云々といって現場も頑張っている中で、

戦略として全力で支援していくんだとい

うような分野において、やはり少人数学級

を目指してほしい。 

 いずれ子どもの数が減ってくるからそ

のときに採用した人をどうしたらいいん

だというような心配もされるかもしれま

せんが、人口ビジョンでは子どもの出生率

はふやしていくという目標でやっていく

わけですので、もちろん人口維持のための

出生率は２．幾つですが、そこまでいくの

はそれは大変です。摂津市だけでできる問

題でなくて、やはり国の政治に対する意見
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なども言うて変えていくということも、こ

れは重要だと思いますし、それが変われば

また全体の土台も変わってくるかと思い

ますが、まずは今の子どもたち、５年後の

子どもたち、１０年後の子どもたち、少な

くとも今少人数学級を必要としている子

どもたちの世代に、大人の目をしっかりと

当てられる、もちろん質も大事ですので、

そういったのも鑑みながら、ぜひ踏み出し

てほしいということを要望しておきたい

と思います。 

 産業振興については、また私のほうもい

ろいろ研究もして、意見も闘わせながら、

いいものをぜひ進めていただきたいとい

うふうに思います。 

 ただ、住宅リフォーム制度の毎回個人資

産へのという話は、国が住宅リフォーム助

成制度、地方の住宅リフォーム助成とは違

うものではありますけど、国がやってるん

ですね。それでこの地方創生の交付金の対

象にもなってるんですね。それをやらない

というのは、僕はおかしいと、変わらない

といけないと僕は思います。ということを

言うておきたいと思います。 

 公契約についても、若い人たちが摂津市

へ流入してきたときに、やはりきちんとし

た適正な収入を得られることが、逆に言え

ば建設会社にしても事業所にしても、能力

のある労働者を確保する力にもなると思

うんですね。東京にどんどんどんどん職人

さんが行ってしまって、関西は職人不足で

あると、技術者不足、入札不調というよう

なことも聞きます。そういう意味でもやは

り働く人たちが自分たちの能力に見合っ

た収入が得られれば、やはり大阪にも戻っ

てきて、摂津市にも戻ってきてくれるとい

うふうに思いますので、公契約条例などに

ついては、今後私もまた研究もして、提案

もさせていただきたいと思いますし、ぜひ

ご検討をいただきたいということを申し

上げておきたいと思います。 

 いろいろ申し上げましたけれども、また、

このぐらいにさせていただいて、ぜひまた

よろしくお願いします。 

○三好義治委員長 全て意見・要望という

ことですね。 

○安藤薫委員 はい。 

○三好義治委員長 ○三好義治委員長 

安藤委員の質問が終わりました。 

 暫時休憩します。 

  （午後２時１１分 休憩） 

  （午後２時２５分 再開） 

○三好義治委員長 再開します。 

 村上委員。 

○村上英明委員 この総合計画の見直し、

中間の見直しということで、もう半分、５

年がたったんだなというふうに思うわけ

でありますけれども、午前中に安藤委員か

らもご質問等々がありました。その中の答

弁等々も含めてなんですが、やはり一番は

人口減少を食いとめたい、また増にしたい

ということだったというふうに思うんで

すが、私もそれは同感というか、そうやっ

ていかなければというところもあるかと

いうふうに思います。 

 その中で、全国的に見れば人口減少とい

うことが数字的にも出てるんですが、その

中で、ある自治体が人口をふやせば、どこ

かがまた自然減以上に減ってくるとかい

うふうな、全国的にはそういうことになっ

てこようかなというふうに思うんですけ

ども。 

 その中で、やはり全国の中でそういうの

を自治体がやっぱり努力をして、先ほど出

生率等々も含めてなんですが、やはりこの

人口減少をしっかりと食いとめていく、ま
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た増に持っていくということが本当に必

要なんだろうなというふうに思います。 

 ということでいえば、希望出生率とかい

う言葉がやはり出てくるんですけれども、

その中においては健康寿命を延ばしてい

くとか、保健の関係とか、福祉の関係とか、

全てに影響というか、関係をしていくとこ

ろに摂津市の魅力というのをさらに高め

ていくということも必要だというふうに

思いますので、そういう意味で、いろいろ

と細かい、今回のいただいた資料の中で、

数字等も含めて何点かだけ質問をさせて

いただきたいなというふうに思いますの

で、またよろしくお願いいたします。 

 その中で、資料１のほうを主にというこ

とでいきたいなというふうに思うんです

が、３０ページのところでございます。 

 ああ、３１ページですね。右側の計画と

いうところで、今回、追記をされた言葉の

中で、仮称で「市民参画推進の手引きを策

定をしていきます」というふうなことが書

いてあるんですが、この手引きの内容です

ね。どういう手引きを考えておられるのか

ということについて、１点目、お尋ねをし

たいなというふうに思います。 

 ２点目は、３３ページのところでござい

ます。この計画の中で市民活動の促進とい

うことが書いてあると思うんですが、その

中で「初動期支援を行うとともに」という

ことで、「発展段階に応じたさまざまな活

動を創出します」ということで書いてある

んですけども、これの取り組み内容につい

てお尋ねをしたいなというふうに思いま

す。 

 次は、３６ページのところでございます。

市のホームページの月平均アクセス数と

いうのが、もう既に４期、当初つくったと

きの総計からすればこの目標をクリアし

ているような状況になっているというこ

とで、目標もさらに高められたということ

があるというふうに思います。 

 その下の市民意識調査で、市の情報提供

に満足と回答した割合というところが、減

っているというふうな現状だというふう

に思うんですが、その中で目標値を６０％

としているというか、目標値を変えていな

いというか、その辺の理由というか、認識

についてお尋ねをしたいなというふうに

思います。 

 ４点目が、４９ページでございます。先

ほどもこの公共交通の件、質問がされてお

りました。やはりバス路線網というのをし

っかりと、これから高齢化ということも考

えていけばしっかりとやっていくべき施

策の一つなんだろうなというふうに思い

ますけども、この中で、前はですが、もと

もとの計画は「バス路線網の再編整備」と

いうことが書いてあったと思うんですが、

これを「バス路線網の向上」と、「向上」と

いう言葉を使われて今回記載をされてお

りますけども、その辺の理由についてお尋

ねをしたいなというふうに思います。 

 ５点目が、５０ページ、次のページです

ね、水道の関係でございます。目標の中で、

平成３２年度に実現している姿というの

が３点書いてあると思うんですが、その中

で３点目ですね、黒字ということで書いて

あるんですが、今の総計の中においては

「水道料金の値上げは抑制されている」と、

「抑制」という言葉が書いてあったのです

けども、これが「単年度収支の黒字を維持

していきます」というような言葉に変えら

れているということで、これはややもすれ

ば「収支が悪くなれば値上げも含めて収支

の黒字を維持していきますよ」というよう

な認識にもとれるのかなというふうに思



- 44 - 

 

うんですが、そういう言葉に変えられた理

由についてお尋ねをしたいなというふう

に思います。 

 ６点目が、７４ページでございます。公

園の件であります。ワークショップを開催

されたということで、この過去３カ年間で

すね、平成２４年度、平成２５年度、平成

２６年度ということで、１園ずつというこ

とでなっているわけなんですけども、今か

ら年度でいけば４年後には目標１０園と、

１０というふうに書いてあるんですが、そ

の辺のワークショップの開催の計画につ

いてお尋ねをしたいなというふうに思い

ます。 

 次は８０ページでございます。人権の関

係でありますけども、この中で、目標の下

の表があるんですが、実現している姿を確

認する指標という数字的なものなんです

けども、人権週間の延べ参加者数というの

が３年間減ってきているというようなこ

とで、この３年を比較をしても約３分の１

ぐらいに減ってきているというふうなも

のなのかなというふうに思うんですが、そ

の中で目標を５，０００人という設定値が

どうなのかというふうに思うので、その辺

の目標設定のあり方というんですかね、こ

の５，０００人という数字のあり方につい

て考え方をお尋ねをしたいなというふう

に思います。 

 次が、８２ページでございます。「男女

共同参画社会を実現するまちにします」と

いう項目の中で、この目標値の中でＤＶの

相談の件数が、実績値として平成２４年度

は１４０件、２５年度は１１７件、そして

平成２６年度は８６件というふうに書い

てありまして、減ってきてるということは

私はいいことなんだろうなというふうに

思うんですけども、この目標が２５０件と

いうこの数字がどうなのかなというふう

に思うんですね。 

 ある意味相談の窓口というか、しやすさ

というものを高めていったところにこの

２５０という数字が出てくるんだろう、な

のかなというふうに思うんですけども、逆

面を捉えれば、もし暴力がなくなればＤＶ

の相談件数というのは減ってくるんじゃ

ないのかなというふうに思うんですね。だ

から、その辺で目標設定ですね。２５０と

いう数字がこの中間見直しの中でどうな

のかなということをちょっとお尋ねをし

たいなというふうに思います。 

 総計という中でありますので、「市民の

健康を守るまちにします」ということの中

で特定健診のことが書いてあったんじゃ

ないのかなというふうに思います。現状は、

平成２６年度につきましては受診率が３

２％ほどということであったかと思いま

すが、この目標は６５ということで、この

４年度の中で倍近く数字を伸ばしていく

ということになってこようかなというふ

うに思うんですが、この辺の目標設定のあ

り方についてお尋ねをしたいなというふ

うに思います。 

 次に、「子どもたちの生きる力を育むま

ち」ということの中の教育関係、先ほども

午前中から安藤委員のほうが質問をされ

ておられましたけども、この学力学習状況

調査の件について改めて質問をしたいと

思うんですが。 

 正答率が３０％未満ということで、児

童・生徒の割合をこの目標値はゼロ％にま

で持っていきたいというようなことで設

定されているというふうに思うんですけ

ども、現状推移の中でこのゼロ％に本当に

行けるというか、行きたいという思いとい

うのもある程度わかるんですけども、この
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ためにどういうふうに展開をしてゼロ％

に持っていくのかなということをこの４

年間の中でどういうふうに考えておられ

るのかということでお尋ねをしたいなと

いうふうに思います。 

 １回目、以上です。 

○三好義治委員長 それでは、答弁を求め

ます。 

 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、順を追いまし

てご説明いたします。 

 まず、議員ご質問の３１ページのところ

からまいります。３１ページ、（仮称）市

民参画推進の手引きというところでござ

います。こちらなんですけれども、今まだ

策定構想段階でございますが、市民の方に、

より行政に参加していただいたり、いろい

ろ参画いただきたいというところを柱に

しておりまして、具体的な内容といたしま

しては、各市民が参加いただくような会議

もの、市民のご意見を頂戴できるような審

議会等の市民公募はこういうものがあり

ますよというような公募の方法をお示し

するものであったり、また各議会でありま

したり、意思決定過程の会議の傍聴の手続

方法、またパブリックコメント、こういう

形で意見を募集するのが随時ございます

という形で、パブリックコメントを随時摂

津市が行っているということ、このあたり

を内容に具体的な市民の方に市政に間接、

直接参加いただくような内容をまとめた

手引きでございます。 

 続きまして、資料１の３６ページにまい

ります。３６ページお問いの市民意識調査

で、市の情報提供に満足と回答した割合が

若干２０と２７、これ括弧の中の数字です。

２０年度と２７年度を比べましたら、満足

度が３３から２３に１０ポイント下落し

ているというお問いなんですけども、ここ

には出ておりませんけれども、逆に不満と

回答した割合なんですけれども、２７年度

は１７％、その前の調査の２０年度は１

５％、不満の割合はそれほど変わっており

ません。 

 ですので、今回この２７年度満足度がち

ょっと若干下がっておりますけれども、

我々としては不満でも満足でもない、ちょ

うど中間の方がふえた、非常に中心化傾向

が強い結果が出たというふうに認識して

おります。 

 続きまして、８０ページにまいります。

８０ページ、人権週間の延べ参加者人数、

目標が５，０００人であると。若干、この

２４、２５、２６と実績値がだんだん下が

っておりますけれども、それに対して５，

０００というのはちょっと余りにも唐突

な数字でというお問いだったと思うんで

すけれども、この人権週間というのは１２

月に主に摂津市と世界人権宣言摂津連絡

会議、それと摂津市人権協会、この３者が

協働いたしまして、市民の方に啓発してい

るものでございます。 

 人権活動というのは、参加していただく

市民ももちろんなんですけれども、それを

企画したり運営する団体の構成員の数が

ふえればふえるほどまたこれは啓発効果

が高いと見込んでおりますので、参加いた

だく人数、例えば文化ホールで啓発イベン

トをやるとしましたら、そこに来ていただ

く市民の人数だけではなくて、それを運営

する人権協会であったり、世界人権宣言摂

津連絡会議のメンバーも含めての数でご

ざいます。 

 世界人権宣言等は企業の方にも入って

いただいたり、いろんな団体で裾野が広い

団体ですので、我々大きな数字を掲げてお
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りますけれども、この数字はこの５，００

０のまま、当初の計画のまま、見直すこと

なくふえていくことを願った数字でござ

います。 

 続きまして、８２ページでございます。

ＤＶ相談の件数が突然２５０を目標に掲

げているというところでございますね。 

 これ最新の２６年度では８６件でござ

いました。この２５０件というところ、Ｄ

Ｖ相談の件数が多いのがいいのか、少ない

ほうが実態として被害が少ないというこ

とですのでいいのか、このあたりいろいろ

議論はございますが、我々相談としては数

を受けるほうが望ましいであろうと。 

 この２５０件の根拠なんですけれども、

日本全国でいろいろＤＶ被害が推計これ

ぐらいありますよというふうに国が出し

ている数字があります。それを人口案分し

ましたら５００件でした、摂津市では。そ

の５００件のうち約半分は大阪府の相談

機関に行き、残り半分が摂津市が受ける。

そういうところで２５０件という相談件

数を掲げました。 

 相談はないほうが望ましいのかもしれ

ませんが、実態としては根底にこれだけの

被害が眠っているということで、その被害

に対して我々相談にぜひ乗りたいという

ところで２５０件を掲げております。 

○三好義治委員長 登阪部長。 

○登阪生活環境部長 それでは、３３ペー

ジの市民活動の促進についてご答弁させ

ていただきます。 

 市民活動団体の育成を目指しまして、市

民公益活動補助制度というのを新たに設

けております。当初はそこにもありますよ

うに、立ち上げ用支援として活動費を補助

していくというものでございましたが、そ

れに加えまして、現時点では人材育成事業

コース、あるいは発展事業コース等も設け

まして、より支援の充実を図っております。

今後も事業の充実を図ってまいりたいと

いうふうに考えております。 

○三好義治委員長 次に、山本次長。 

○山本土木下水道部次長 それでは、村上

委員の１回目の質問にお答えさせていた

だきます。 

 現行の総合計画におきまして「バス路線

網の再編・整備」という記述があったのが、

今回は「路線網の向上」という書き方にな

っている件についてでございますけれど

も、以前につきましては、公共交通、路線

バスと市が補助をしておりますバス、また

は路線バスを補完する委託バス、無料で走

らせるバス、この３種類のものがございま

した。それをまた再編して、無料で走らせ

るバスをほかにもというようなことまで

考えましたけれども、それをすることによ

って路線バスが廃止、撤退になってはいけ

ないという形で、今現状のものを残した中

で交通網の評価と検証をいたしまして、市

民アンケート調査を踏まえまして、交通事

業者及び地元沿道自治会とも協議を重ね

て、また市内循環バスにおきましては路線

変更だとか、巡回バスにつきましては新た

な路線をふやすとかいう形で進めている

ところでございます。 

○三好義治委員長 石川次長 

○石川水道部次長 ５０ページの水道事

業に関するご質問でございます。当初の目

標でございますが、「料金の値上げが抑制

されている」という目標でございましたが、

これを今回、「単年度収支の黒字を維持し

ます」というふうに目標を変えた理由とい

うご質問でございますが、水道事業におき

ましては、今後とも節水等により給水収益

の減少が続くと考えております。一方で、
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施設の老朽化が進んでおりまして、水道水

の安定供給のためにはこの更新工事を着

実に推進していく必要があると考えてお

ります。 

 確かに、料金が抑制されているというこ

とは重要なことではございますけれども、

水道部といたしましては、それ以上に安定

供給をしていくことが重要であると考え

ているところでございまして、そのために

は水道事業の経営の安定化ということが

大事だと考えて、今回目標を変更したもの

でございます。 

○三好義治委員長 吉田部長。 

○吉田都市整備部長 公園ワークショッ

プ１０回ということは１０公園ですね。ま

ず、１公園につきましては今まで２年ほど

かかりまして、別府公園についてワークシ

ョップなり、地元と協議して今日まで来ま

した。地域苗圃をつくり上げ、また苗圃を

管理してもらう人づくりも兼ねてワーク

ショップを開いたり、協議を進めたりとい

うことで今日来たんですけども。 

 実はこの１０公園、後の残りの１０公園

でございますけども、実は今、今回我々が

作成いたしました緑のマスタープラン、こ

の中に「既存の都市公園の再生を進めます」

という項目がございまして、ここでは地域

等のワークショップを開催しながら、企業

も含めまして、できれば、公園のリニュー

アル等の意見を聞かせていただきたいと。 

 だから、今までは公園に関しては行政が

つくって、「はい、使ってください」とい

うような一方通行であったと。今後、リニ

ューアルに関しましては地域と密着して、

地域と一緒に公園のリニューアルを考え

ていきたい。 

 ということは、はっきり申しますけども、

だんだん公園の管理が地域でやりにくく

なっているというか、やれない環境になっ

てる部分を我々も聞き及んでおりますの

で、やはりそのあたりもう一度、地域の公

園の利用の再生と、そして、あわせまして、

その維持管理も含めまして地域と協働で

いきたいというふうに我々は考えており

ます。 

 そのためにはこういうワークショップ

に入っていただいて、そしてその認識を高

めてもらうということを前提に、今回この

ワークショップの提案をさせていただい

ている。既存の公園は古くございますので、

公園のリニューアルを順次いくとやっぱ

り１０か所ぐらい、１０公園ぐらいはワー

クショップを重ねてやっていきたいなと

いうふうに、これは目標でございますので、

そのあたりの見きわめをもってこの緑の

マスタープランを実践していくというこ

とでございます。 

○三好義治委員長 島田理事。 

○島田保健福祉部理事 それでは、特定健

診の受診率に関する目標設定の考え方に

ついてご答弁いたします。 

 この特定健診の受診率につきましては、

個別計画にあります「健康せっつ２１」の

第２次のほうにも同じく特定健診の受診

率という目標を掲げております。「健康せ

っつ」のほうは平成３０年度が目標でござ

いまして、これにおきましては、目標値と

して６０％を掲げております。 

 この６０％の根拠でございますけれど

も、これは大阪府の健康増進計画、これ「健

康おおさか２１」というのがございますが、

「健康せっつ２１」に先立って策定されま

したこの「健康おおさか」の中で、大阪府

として６０％を達成しようという目標設

定がなされております。したがいまして、

それに準じる形で「健康せっつ」のほうも
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６０％という目標設定をさせていただい

たというところでございます。 

 今回の総計につきましては、平成３２年

度でございます。それから３０年度から２

年たったときに、恐らく経年変化を見れば

恐らく５％ぐらいは上積みが可能であろ

うというところから６５％と、こういう数

値設定をさせていただいたというところ

でございます。 

○三好義治委員長 前馬部長。 

○前馬次世代育成部長 それでは、全国学

力学習状況調査で、正答率３０％未満の児

童・生徒の割合にかかわってのご質問にご

答弁申し上げます。 

 正答率３０％未満の児童・生徒をゼロ％

にしたいというのは大きな願いでありま

す。先ほども申し上げましたが、３０％、

このラインというのはやはり進学という

ことを考えたときに最低限保障したい数

字であると、そのように考えているところ

でございます。 

 実績値からはなかなか厳しい状況は確

かにございます。個別の学校を見ていきま

すと、教科・区分によってはほぼゼロに、

近づいた学校も年度によってはございま

すし、今年度で申し上げますと、数値のほ

うにはございませんが、もちろん問題の難

易度等にも左右されるところはあるんで

すけれども、中学校の国語では３０％未満

が一桁になったり、いろいろな取り組みに

よってはかなりゼロに近づいている学校、

あるいは全体的にそうなっている場合も

ございます。 

 しかし、なかなかゼロ％にするのは厳し

い状況ではございますが、近づけていくた

めの方策としては、やはり学力の３要素に

沿って取り組みを進めていくということ

は重要であると考えております。学力は一

つには基礎的な知識・技能、その部分をア

ップさせるためには、家庭学習習慣の定着

が重要であると考えております。せっかく

習ったことを子どもたちは忘れます。です

から、きちんと家庭学習に取り組んで定着

させていきたいと、そういうように願って

ます。 

 さまざまな家庭学習習慣の定着の取り

組みは各学校で、あるいは「土曜しゅくだ

い広場」や放課後の「しゅくだい広場」等

でも取り組んでおるところでございます。 

 それから、学力の要素として習ったこと、

既習事項を活用する思考力、判断力、表現

力、これも一つの要素でございます。この

力をアップさせるためにやはり授業改善

に取り組んでおるところでございます。 

 昨今、「アクティブ・ラーニング」とい

う言葉がよくマスコミにも報道されてお

りますけども、子どもたちが主体的に学ん

で次の課題を見つけていく、そのような学

習を子どもたちがする中で、活用力等を育

んでいく授業ですね。そんなものになるよ

うに授業改善に各学校は取り組んでおり

ます。小学校では９校が研究発表会を今年

度も行っておるところでございます。 

 それから、学力の要素として、主体的に

学習に取り組む態度、前提としてその態度

が含まれてなければ学力は伸びていきま

せん。態度も一つの学力であると考えてま

す。そのため、授業規律の確立、また、子

どもたちの意欲を増すための評価の改善、

それから、やはり家庭、地域と足並みをそ

ろえることが重要であると考えておりま

す。子どもたちが主体的に学習に取り組め

るよう、家庭、地域との連携、また学校や

教育委員会からの発進力を高めていくと

いうことも重要であると考えております。 

○三好義治委員長 村上委員。 
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○村上英明委員 先ほどのご答弁の中で

言われたパブコメとかをされてきた、今回

もパブコメをやったけども、回答はなかっ

たですよとかいったご意見というか、感想

も言われておられたんですけども、私も何

回か公民館等々で市民の方と出会うこと

があって、その中で、例えば「パブコメっ

て何ですか」というような言葉とか、言葉

がわからないとか、理解がなかなかされて

いないのかなというふうに思うんで、この

パブコメをやってということで、行政から

すれば「公表をして市民の意見を聞いたよ」

というようなことも言われるんですけど

も、実態がいろいろと計画等々でパブコメ

をやったというふうな中で、意見数はどう

ですかとなれば、そう大きい数字というの

が返ってこないというのがこれまでの計

画等々、パブコメをやった現状なのではな

いのかなというふうに思うので、これは一

つの意見なんですけども、例えばこの総合

計画もそうなんですが、緑の基本計画なり、

地域福祉も計画そうだったと思うんです

けども、一つの、１冊としてパブコメをや

るというのも一つかもわからないですけ

ども、そうではなくて、その中で例えば５

章立てぐらいだったら、まずは１章目だけ

はもう少し文字を大きくしてとか、絵を入

れるとか、もっとわかりやすくしてパブコ

メをかけていくというのも一つなのでは

ないのかなというふうに思うんですね。 

 先ほどの「健康せっつ」もそうですよね。

例えば年度を区切って１０年計画とかい

うことで計画をされているんですが、最初

にパブコメをやって、その後には最終年度

まで何もしないというのも結構あるので、

例えば年度途中で章単位でパブコメをや

って、意見を聞きながら次の計画をまた立

てていくとか、いうたらしょっちゅうパブ

コメ、何かずっとやってますよというよう

な形になってくるんですけども、そういう

ことで市民の意見を常時聞くようなそう

いう体制というんですかね、制度というん

ですかね、そういうことも必要なのではな

いのかなというふうに思うので、このパブ

コメという言葉もそうですし、やり方もま

たいろいろと研究をしていって、より意見

をいただけるような、そういう姿勢という

んですかね、そういうものをつくっていっ

ていただきたいなというふうに申し上げ

ておきたいなと思います。 

 最初の３０ページのとこなんですけど

も、この中で各種会議における公募市民の

参加率が数字的に書いてありまして、５年

後の平成３２年度については２６％です

かね。２５％ですね、公募市民の参加率を

書いてあります。現状、８％であったり、

６％であったりということであるかと思

うんですが、この辺の参加率を目標、この

平成３２年度２５％ぐらいに持っていく、

そういう努力というものをどういうふう

に考えておられるのか、この点を１点お尋

ねをしたいなというふうに思います。 

 次に、３３ページのところなんですが、

市民組織の初動期支援の件でございます。

いろいろと市民の組織に支援をいただい

ているという部分もかなりあるというふ

うに思っております。 

 その中で、やはり行政からすれば地域に

向けて何かをするといったときは、やはり

自治会というのがどうしても出てくるん

ですね。行政からすれば、この自治会の組

織というのは本当にありがたいものだろ

うなというふうに私は思っていただいて

るというふうに思ってるんですけども、そ

の中で自治会の加入率ですね。 

 今、６２％とか６１％とか書いてありま
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して、目標が７０％ということで書いてあ

るんですけども、現実、私の住む東小校区

なんですが、東小校区は多分校区別で並べ

れば自治会の加入率、行政がつかんでいる

自治会の加入率は多分低いほうだったと

いうふうに思います。 

 その中で、この数字を出すシステムとい

うんですかね、それが住基台帳から多分ひ

っぱっておられるというふうに思うんで

すけども、間違っていたら指摘をまたして

いただければと思うんですけども、私も仕

事柄チラシを配るというんですかね、そう

いうことをさせていただいておりまして、

そういうチラシの数と自治会の会員数と

いうんですかね、その数字を比較すれば、

東小校区で７０％を超えてるんですよね。

ほかの校区もそうなんです。多少の５０％

のとこも自治会単位であれば数字が加入

率が５０％というところもあります。 

 私もちなみに一回チラシを配るのに自

治会のエリアを対象にして自治会ごとで

一回配っていったんですね。その数字をも

とにして今言わせてもらってるんですけ

ども、ということからすれば、現実もう７

０％を超えてるんじゃないのかなと、現実

はですよ。屋根の数からいけばと私は思っ

ているので、そういう意味ではこの加入率

というのをもう少し数字的には上げても

いいのかなというふうに思いますし、また

その算定が住民基本台帳からひっぱって

きてる関係で、世帯分離をすればするほど

会員数は減らなくても行政のいう加入率

というのは減ってくるんですよね。そうい

う算定の仕方も考えていきながら取り組

んでいっていただければなというふうに

思います。 

 その中で、１回目抜けたんですけども、

この３３ページの市立集会所の活用の促

進ですね。私も前に一般質問等でさせてい

ただきました。これをしっかりと、地域に

一番近いところなんです、この集会所とい

う公立の建物だというふうに思ってます

ので、そこでまたいろいろと地域に密接に

結びついた施設であることからというふ

うに文言が書いてありますけども、これの

効果的な、また効率的な活用を促進します

ということで書いてあるんですが、そのお

考えを１点だけ、この集会所のこれからの

活用の分ですね、お尋ねをしたいなという

ふうに思います。 

 ３６ページのところであります。この市

のホームページのアクセス数とかも１回

目で申し上げさせていただきましたし、意

識調査ですね、情報提供に満足と回答した

割合ということで質問させていただいて、

答弁をいただきました。 

 その中で、満足ということの裏返しとい

うことじゃないですけども、不満という数

字がそう大きくは変更はなかったという

か、変わらなかったというか、ということ

であったかというふうに思います。 

 これから例えば高齢化になっていくと

いうことにすれば、情報提供、これからど

うやっていくのかというのを、また本当に

考えていかなければいけないのではない

のかなというふうに思うんですね。 

 よくホームページにアップしましたよ

というふうに言われるんですが、それを見

れる方がこれからどうなっていくのかと

いうことですよね。媒体も結構技術革新も

あってということであったかと思うんで

すが。 

 先日、テレビでやっていたんですけど、

先ほど東京一極集中というようなお話も

ございました。その中で、例えば東京とい

うのは人口がふえていっているのはもう
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数字的には明らかなんですけども、その中

で、独居、お１人住まいの世帯が全体の４

６％ぐらいを占めているということを何

かちょっと数字で言われてたんですね。そ

ういう方でいけば、やはりこの情報提供と

いうのがなかなか行きづらいのではない

のかなと、そんな議論がテレビ番組でされ

ていたので、摂津市の中でこれから高齢化

とか独居の方も徐々にふえてきてるんじ

ゃないのかなというふうに思うんですが、

その中で市としての情報提供のあり方を

どういうふうに考えておられるのかとい

うことを、ちょっと１点お尋ねをしたいな

というふうに思います。 

 バス路線網の件でございます。摂津市内、

循環も入れて３社が走ってると思うんで

すね。阪急バス、近鉄バス、そして京阪バ

スということで、この３社が走ってるとい

うことがあるかと思うんですが、この路線

網の向上ということで、例えば私もこの前、

山口県のほうに視察に行かせてもらった

折には、今の既存のバス路線はそのまま活

用しますよと。そのバス路線のとこまで出

てこられない方をどうして救済をしてい

くかということで、その地域地域によって

やり方を変えておられるんですね、同じ行

政の中でも。 

 Ａという地域にはジャンボタクシーで

やっていくとか、ある地域には、摂津市が

やってるのは公共施設の巡回バスですね、

ああいうことでやってるとかいうことで、

いろいろとその地域に合ったというか、そ

の地域のいろいろと意見を取り交わしな

がら、うちの地域にはこういうやり方が一

番いいのと違うかということで、地域に合

ったバスというか、公共の足の確保といっ

たことをされているということがあった

ので、そういう意味では、例えば安威川以

北については電車があるよとかいうこと

もあるんですが、鳥飼方面に行けばもうバ

スしかないということで、バスに行くため

の足を何とかしてほしいという、そういう

ご意見等々もあったので、例えば今の公共

施設の巡回バス関係ですね。そういうもの

も、例えば今のバス路線を串刺ししていく

ようなルートを今度また考えていくとか

いうことも含めて、これからバス路線網の

向上ということが書いてありますので、こ

の辺をしっかりと検討していっていただ

ければなというふうに思いますので、よろ

しくお願いいたします。 

 ５０ページの水道の件でございます。ご

答弁を聞けば、安定供給に向けたというこ

とで経営的なものもしっかりやっていく

ということであったので、その辺で、例え

ば経営がちょっと本当に水道量が減って

きて収益が上がらなくなってきたときに

は、この料金の改定もなきにしもあらずな

のかなというようなこともニュアンス的

に私はちょっと感じたんですけども。 

 その中で、目標年度の中で単年度の純損

益というのが書いてあります。平成２４年

度からすれば、平成２６年度が減ってきて、

目標値が５００万円という形になってる

と思うんですけども、この辺が要は総収益

が減ってきてそういうふうになっている

のか、例えば総費用がふえていってるから

そういうふうに純損益が減ってきてるの

かということも含めて、ちょっとお考えを

お尋ねをしたいなというふうに思います。 

 ７４ページの公園の件であります。この

１０の公園でワークショップをやってい

きたいということで、単純にいけば１年で

二つずつということになっていくのかな

というふうに思うんですけども、特に市民

の方々からもそうなんですけども、私らも
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例えばほかの近隣市にちょっと行ったと

きとかに公園の前を通ったりとかいろい

ろとするんですけども、これはちょっと摂

津市では見かけないなというのがあって、

例えばシートを敷いて、日曜日なんかでも、

親子で食事をされてるとかいうのが摂津

市の公園では余り見かけないのかなと。私

個人の認識なんですけどね。 

 例えば、鳥飼のほうでもふるさと公園で

あるとか、せんだん公園であるとかいうこ

とで、ちょっと大きな公園もあるんですけ

ども、そこらで遊んでおられるのは結構お

られるんです。球技はしていいか悪いかは

別にして、ちょっとやっておられるとか、

子どもが遊具で遊んでおられるとかいう

のもちょこっとあるんですけども、例えば

家族で出かけられて、さっき言うた、シー

トを敷いて楽しんでおられる風景という

のはそう余り見ないのかなというふうに

思うんですね。 

 そういう意見もあって、その中で理由の

一つが緑化のこともかかわってくるんで

すけども、ちょっと樹木が多過ぎるのと違

うかと。要は太陽が当たる部分が少ないと

いうことで、意見もあるんですね。 

 そういう意味では、ここに書いてある誰

もが快適に利用できるというふうに書い

てあるので、そういう意味でこの年齢の幅

広い方々がちょっと今度の日曜日に公園

に行こうかとか、そういう思いになってい

ただけるような方向でこのワークショッ

プもまたお願いをしたいなというふうに

思いますし、地域からそういうことでの声

もあるかというふうに思うので、その辺の

これからのワークショップの方向性とい

うんですかね、またちょっと考えがあれば、

１点だけちょっとまたお尋ねをしたいな

というふうに思います。 

 ８０ページのところで、人権の参加人数

の件でございます。会議のメンバーとか、

講演会等々開催したときの参加人数とか、

いろいろと含めてということでこの５，０

００ということに何とか持っていきたい

ということであったかなというふうに思

います。 

 やはり人権というものはなかなか感覚

的にというか、難しい面もあるかと思うん

ですね。というのは同じ言葉を言われても、

これは人権やと捉まえる方もおられれば、

さらっと聞き流す方もおられればという

ことで、この人権の言葉というのはなかな

かその方の、相手の立場によってなかなか

捉まえ方がいろいろとあるのかなという

ふうに思うんですけども。 

 やはり人権というのは人の権利ですの

で、これからまたしっかりと取り組んでい

っていただくということで、これは参加人

数の人数云々というよりも、やはり内容で、

これがまたしっかりと人権の意識をさら

に市民の方が高めていけば、自然に参加人

数は５，０００人に近くなっていくのかな

というふうに思う面もあるので、その辺は

しっかりと意識の向上について取り組ん

でいっていただければなというふうに思

います。これは要望としておきたいと思い

ます。 

 次のＤＶの件でございます。この件数で

すね。数字にこだわったらいいのか悪いの

かというとこはあるかというふうに思う

んですけども、私の認識では、最初に言わ

せてもらったんですけども、暴力というか、

ＤＶがなくなれば相談もなくなってくる

んじゃないのかなという私は認識でいて

たんですけども、逆に相談のしやすいとい

うんですか、そういう体制をとっていくと

ころでこの２５０件という目標が出てき
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たという認識も一方であるんですが、先ほ

どの答弁の中では国からの考え方等々を

持ってきて、摂津市、大阪府と割って半分

ということでこの２５０件にしてるとい

うようなことでもあったかと思うんです

が、私はもう少し少なく設定してもいいの

ではないのかなというふうに思うんで、こ

の辺はまた意見として述べさせていただ

きたいというふうに思いますので、よろし

くお願いいたします。 

 １０４ページの特定健診の件でござい

ます。特定健診を受けられてる摂津市民の

方も結構おられます。私も今月受けたとこ

なんですけれども、健診の受診率がここ数

年やっぱり思ったように上がってきてな

いというのが私は現実なのかなというふ

うに思うので、先ほど毎年５％ずつ上がっ

ていきますよというふうなこともあった

んですけども、これが平成３０年度、国立

循環器病研究センターの件とか、そういう

ことで摂津市民の方が健康という面で意

識を高めていっていただけるような取り

組みをまたしていかなければいけないの

ではないのかなというふうに思いますし。 

 また、その一方で、今度ちょっと一般質

問等々でしゃべらせていただきましたけ

ども、何年かこの健診を受けておられない

という方もおられたんですね、現実ね。そ

の中で、何かというと、例えばバリウムが

私は飲めないんですと、腸の病気とかで、

ということがあって、セット健診ではなく

て、基本プランでいけばいいのかなという

ふうに思いもあるんですけども、そういう

健診の体制ですね。例えば胃カメラを考え

るとか、そういう選択制をちょっと設けて

いくとかいうような、そういう工夫もちょ

っと必要なのではないのかなというふう

に思いますので、この辺も市民の方がどう

すればこの健診をさらに受けていただけ

るか、そういう体制づくりというんですか、

土俵づくりというんですかね、そういうこ

とをしっかりと考えていくべきなんだろ

うなというふうに思いますので、この後５

年ということで、この目標設定になるよう

な取り組みをこれから１年１年検討して

いって、毎年５％ずつ上がっていくような

取り組みをしっかりと市民の方の意識向

上も含めて、そして先ほど申しました健診

の体制関係ですね、健診の中身関係ですね。

また取り組んでいっていただければなと

いうふうに思いますので、これも意見とし

て述べさせていただきます。お願いいたし

ます。 

 最後の学力学習状況調査の関係でござ

います。やはりこの正答率３０％未満の児

童・生徒をゼロ％に持っていこうというこ

とは、本当に願いというか、私もそうあっ

てほしいなというふうに思うんですね。 

 現場的には、本当に教職員の方は本当に

私も頑張っていただいてるというふうに

思います。いろいろと話をする中で、苦労

話とか等々もお聞きもしたりとかしてま

すし、また現実的に先生が家まで行って、

一緒に学校まで登校していくとかいうふ

うなこともちょこちょこ見るので、昔はそ

んなことは余りなかったんじゃないのか

なと。あったのかどうかわかりませんけど

も、その件数がやっぱりふえてきてるんじ

ゃないのかなということで、今までにない

業務が先生にも出てきているというよう

なこともあったかと思いますし。 

 大阪府下の中では組み体操の段数の件

ですね。あんなんとかも、今もう安全面、

安全面ということで、本当にいろいろとお

話も、検討もされてることなんだろうなと

いうふうに思うんですが、親からすれば安
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全面にしっかりと取り組んでほしいとい

う面もありますし、私もちょっと児童から

直接話を聞く中で、やはり自分の小学生の

思い出として、５段、６段というのをやっ

ぱり完成させていきたいんだというふう

な子供の思いも直接聞いたりとかいうの

もあって、その辺で学校としてどうしてい

くかというのがこれから本当に大切な検

討課題なんだろうなというふうに思うし。 

 学力を高めるためにはやっぱり体力も

同じようにつけていくというところが大

切なことなんだろうなというふうに思う

ので、そういう意味では、中学生を卒業し

て、次に進学といったときに、そこそこの

一定の学力というのをどうしてもつけて

おかないと、後々の自立ということにも影

響してくるのかなというふうに思うので、

また摂津市の魅力というんですか、先ほど

一番最初の説明のときにありましたけど

も、９歳というか、小学校を卒業するとき

とか、中学校を卒業するときとかいうとき

の転出というのも一つポイントになって

きているというようなことも言われてい

ましたので、そういう意味では１２歳にな

ったときに転出ということにならないよ

うに、ずっとこの摂津市で住み続けていた

だける、そういった環境づくりの一つとし

て、この学力というのをしっかりとやって

いかなければいけないのではないのかな

というふうに思うので、そういう意味では

これも意見として述べさせていただきま

すので、一定の学力をしっかりとつけてい

ただける、そういった取り組みをやってい

かなければいけないというふうに思いま

すし。 

 また、その意識も学校側だけではやっぱ

りだめだと思う面もあるんですね。保護者

の意識もしっかりとそういうふうに持っ

ていっていただきたいというようなこと

も、しっかりと対話の中で意識を高めてい

っていただくような、そういう取り組みを

またお願いをしたいなというふうに思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○三好義治委員長 意見、要望もたくさん

ありましたけど、答弁を求めます。 

 川西課長。 

○川西政策推進課長 では、ご質問にお答

えいたします。 

 まず、３０ページの分でございます。各

種会議における公募市民の参画率という

ところでございます。 

 今現在、確かに６．６７％、これを２５％

を目指す、今の現状からいたしますと高い

ハードルかと思います。ただ、これ具体的

にどうやってこの２５％を目指すかとい

う方法論なんですけれども、まずは各会議

を所管いたします関係所管課に公募市民

の枠をつくってくださいと。また公募市民

を積極的に枠があるなら１人ではなく２

人にしてくださいとか、我々のほうから働

きかけて枠を広げるというところがまず

何より大事だと考えております。 

 これ公募市民の参画率と書いておりま

すけれども、公募ではなくて、例えばＰＴ

Ａから代表１人出ていただく、自治会から

代表１人出ていただくという形で、市民か

らというふうに捉えましたらかなりの参

画率が進んでいるかと思うんですけれど

も、公募という１点で捉えましたらまだ残

念ながら６％ちょっとというところでご

ざいます。 

 これからもいろんな会議、各担当課が動

かしますので、政策のほうが働きかけなが

ら、公募市民の枠を持っていただくように、

募集していただくように働きかけてまい
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ります。 

 また、先ほどと同じ答弁になりますけれ

ども、市民参画推進の手引き、こちらのほ

うでもしっかりこういうのでこういう会

議が募集しますよとか、摂津市ではいろい

ろ公募市民の方にご意見をいただく機会

を大事に考えております等の広報活動周

知を打っていきたいと考えております。 

 続きまして、３６ページのお問いでござ

います。市民意識調査で、市の情報提供に

満足と回答した方の割合でございますが、

先ほど私が申し上げましたとおり、この２

６年度の市民意識調査では、満足も伸びて

いないですけれども、不満もそれほどない、

ちょうど中心化傾向、普通というところに

集まる結果になりました。これを改善する

ために、まず市の情報提供といいましたら、

まず第一に来るのが広報、そしてホームペ

ージであるとこういうふうに考えており

ます。広報は、また２８年度半ばから充実

してまいりますし、ホームページもリニュ

ーアルを予定しております。この中で、い

ろんな世代の方に見ていただけるような

紙面であったりホームページを構築して

いこうというふうに考えております。 

 その中で、特にお問いの高齢化、独居老

人等へ進んでいる中でどうやって見せて

いくかということなんですけども、高齢介

護課と協力いたしまして、いろいろ届ける

仕組みであるとか、２８年度、これからど

ういうふうにしていこうというのを今ち

ょうど調整している途中でございまして、

何らかの形で広く高齢化の方、老人のおひ

とり暮らしの方にも見ていただけるよう

な策を今練っている途中でございます。 

○三好義治委員長 自治会加入率の計算

内容。登阪部長。 

○登阪生活環境部長 自治会加入率の件

でございますけども、本市も含めまして、

府内の各市町村、現在やはり住民基本台帳

をベースにした世帯数で算定をしている

と思います。 

 委員のご指摘の件、よく理解できるんで

すけども、それに代わります世帯数の把握

とかについて、なかなか難しい問題もござ

いますので、各市の状況も見ながら、今後

の検討課題といいますか、研究課題とさせ

ていただきたいと思います。 

○三好義治委員長 関連で、市立集会所活

用の今後の考え方について、杉本部長。 

○杉本総務部長 集会所の件でございま

すが、本市の強みとしての集会所の数、ま

た一方で老朽化等維持経費の問題、さまざ

まな面があるということでございます。 

 この計画の中でも、集会所については今

後どうやっていくかということを検討し

ていくことになっておりますし、それはや

はり一つはこれからのキーワードはやは

り地域における福祉なり、健康なり、生き

がいなり、そういったものの核になる拠点

として使えるかどうかということにかか

わるのではないかなと考えております。 

 そう考えましたときに、集会所という名

称がふさわしいのかどうかも含めて、その

内容が、その実態がどういうふうに変わっ

ていくのかというのを今後検討し、公共施

設整備計画等にも盛り込みながら、これを

上位の計画として検討していきたいとい

うふうに考えております。 

 

○三好義治委員長 次、石川次長。 

○石川水道部次長 単年度の純損益が減

少傾向にある要因が、収益の減少なのか、

費用の増加なのかというご質問でござい

ましたが、すう勢比率では費用がほぼ横ば

いということで、平成２２年を１００とし
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ますと、大体平成２６年度で９９％ぐらい、

これは費用なんですけども、一方、収益の

方はといいますと、平成２２年に比べて８

９％ということで１割近く減少している

と。これは主に節水による給水収益の減少

ということでございます。 

○三好義治委員長 吉田部長。 

○吉田都市整備部長 それでは、公園のワ

ークショップに関係いたしまして、シート

を敷いて憩える空間づくりということで

ございますけども、これは摂津特有だと思

いますけども、特に安威川以南の部分につ

きましては淀川の河川がございまして、や

はりあそこへ皆さん集中して行かれる割

合が高いのかなということと、それとやは

りシートを敷くときに下が全部土でござ

いますので、芝生広場が多くとってるとか

いう形ですとまた環境は変わるのかなと

思いますけども、やはり多目的で使ってい

ただくという公園で行きますと、やはり土

の裸地広場というのが摂津の割とベース

になっているのかなと思います。そういう

状況で、木が多いということでございます

けども、オトノ公園の担当とすれば計画的

に、当然古い公園も多くございますので非

常に繁茂をしているということもござい

ますけども、計画的に剪定を行っていると

いうような現状です。 

 ただ、ほんまはもうちょっと切りたいん

ですが、今のこの時期に切りますと、次に

夏場を迎えたときに地域の方が来られた

ら暑過ぎると怒られるんです、反対に、担

当のほうが。お日さんを遮るようなところ

の木を切ってしまうと非常に暑いと、公園

におられへんということでおしかりを受

けたりする担当も今までの経緯もありま

すので、そのあたりは十分計画的には剪定

いたしますけども、徹底的に繁茂をなくす

というのは非常に難しいのかなというの

が現実であります。 

○三好義治委員長 村上委員 

○村上英明委員 最後にいろいろと述べ

させていただきたいなというふうに思う

んですけども、３０ページの件であります。

市民参画推進の手引きですね。これにつき

まして、やはり地域としっかりと接点を持

っていただくというか、市民参画は本当に

摂津市のためにというか、協働というキー

ワードの中で我々として、市民としてここ

まで頑張ろうやないかといった、そういっ

た認識を持っていただけるような、そうい

った取り組みをお願いをして、また意見と

して述べさせていただきたいなというふ

うに思います。 

 ２点目の、先ほどの集会所の件でござい

ます。これまでも本当に私もそうでありま

すけども、同僚議員等々もそうなんですが、

やはり集会所の使い勝手のよさをまた高

めてほしいということで、例えばトイレの

改修であるとか、段差の改修であるとか、

いろいろとお話なり、要望もまたさせてい

ただいたところでございます。 

 その中で、私も述べさせていただいたん

ですけども、今、毎週リハサロンとか、地

域の中で取り組みをされておられる団体

の方、本当に多くあります。 

 その中で、例えば今やっているところが

公民館でされているようなところとかい

うこともあって、家から公民館までやっぱ

りちょっと歩いてくるには遠い。かといっ

て車で行ったらもうすぐというようなと

ころで、本当に公民館に来てもらってリハ

サロンを受けていただいて、また車で送っ

ていくということよりも、もっと身近な集

会所に自力で来てもらって、リハサロンを

受けていただいて自力で帰っていただく、
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そういった仕組みづくりというのが大切

なんじゃないのかなということで、この集

会所の使い勝手をもっとよくしてほしい

というようなこともありましたので、そう

いう意味ではこれから集会所のあり方で

すね。耐震の件もあるかもしれませんし、

この大阪府下の中では人口割からすれば

集会所の数というのもちょっと議論もあ

ったかというふうに思うんですが、そうい

う意味でより身近な集会所ですね。またし

っかりと使っていただけるような、そうい

う制度づくりですね、仕組みづくりをまた

しっかりとやっていただければなという

ふうに思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 それから、自治会の加入率の件はいろい

ろとこの数字の出し方ですね、またちょっ

と研究していっていただければなという

ふうに思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 市民意識調査等々については、またしっ

かりと取り組んでいっていただければな

というふうに思いますし、また先ほど高齢

の方々等々への情報提供のあり方ですね、

今検討していってるところだということ

でございますので、この高齢者の方にもし

っかりと情報提供ができるような、そうい

う仕組みづくりをまた取り組んでいって

いただければなというふうに思いますし、

またその中で行政のみがやるということ

ではなくて、地域の方々にもちょっと協力

していただけるような、そういう仕組みづ

くりに持っていくための地域との対話を

またやっていっていただければなという

ふうに思いますので、よろしくお願いいた

します。意見として申し上げたいというふ

うに思います。 

 水道の件でございます。これから水道と

いうことで、地下に埋まっている設備とい

うのが、これが本当に老朽化してくるとい

うか、今の鉛管での取りかえもいろいろと

本当にしていただいてるというふうに思

うんですが、これから本当に安定供給とい

う面では、本当にこの前計画もちょっとお

聞きをしておったんですけども、この管の

入れかえというんですか、延命策というん

ですかね、ということもこれからしっかり

と延命のやり方をまたやっていかなけれ

ばいけないのかなというふうに思うんで

すね。 

 だから、土の中に埋まっているから掘っ

て埋めるという固定費が、土木的にはかな

り高額的なものもありますので、掘削をせ

ずに管の例えばライニングだけを何かや

るようなこととか、そういう工法的なもの

もしっかりと取り組んでいっていただい

て、費用面をちょっと抑えていくような取

り組みをまたお願いをしたいなというふ

うに思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 公園の件でございます。誰もが快適に、

快適にですよ、使っていただけるような、

そういう公園にしていただけるように、し

っかりと地域の意見も聞いて、この地域に

はどんどん、どんどんいうたら怒られます

けど、高齢化が進んでいっているから、将

来的にこういう公園がええん違うかとい

うふうな、しっかりと地域のニーズという

んですかね、いろいろと参考になるような

意見も多分にあると思いますので、自分の

地域の中にある公園をどうしたらいいの

か。特色がある、よそにはないこういう公

園をつくっていくんだとかいうことも含

めて、ワークショップでしっかりと意見を

聞いていただいて、それに沿うような形で、

お金もありますから全部が全部とは言え
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ないかもしれませんけども、極力沿ってい

ただけるような、そういう公園にするため

のワークショップをまたお願いしたいな

というふうに思いますので、よろしくお願

いいたします。 

○三好義治委員長 全て意見、要望でした

ので、村上委員の質問が終わりました。 

 暫時休憩します。 

  （午後３時３１分 休憩） 

  （午後３時３２分 再開） 

○三好義治委員長 それでは、再開いたし

ます。 

 本日の委員会はこの程度にとどめ、散会

します。 

  （午後３時３３分 散会） 
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